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l は じ め に
2 満洲国成立以前
、 3 満洲事変前後




8 おわ り に
附録: 1945年1 月 の運賃引上改定につ いて







「満鉄王国J は 1 931年の満洲事変の勃発により大きな転機を迎える。翌32年に「満洲国」





























満鉄の資金的側面に関しては，志村口969J，金子[1991 J ，高橋 [1986Jの研究が存在する。
















36年度--37年度を第三期， 38年度--42年度を第四期， 43年度--45年度を第五期 と し ， 各々 の時
期にそれぞれ一節を割当てて時系列的に論じるO尚，満鉄の年度は日本の財政年度と同じく各










上，金子の指摘するように「創立当初の満鉄は， r国家資本J と し て は国家が前面に 出て ， 資
本は背後に退いていたといえる」であろう。国家機構の強い監督を受け，その代償として民間
株主への六分配当，社債元利金保証といった保護が与えられている以上，そうした性格を帯び





設立に関する勅令」を1906年 6月 7日に公布， 7 月13 日 に 日本政府が設立委員を任命， 9 月10
日から 10月 5日の期間で株式を募集， 11月 26日に創立総会を開くというものであり， 1907年4
月に営業を開始している o (古屋 [1966J 0)
2. 2 資金の調達投入
設立以降満洲事変以前の資金調達・投入の概要は表 1に示されている Oこの表は 1907年 3月
末， 15 年3 月 末， 20 年3 月 末， 31 年3 月 末の各時点の貸借対照表を も と に作成さ れて い る O た
とえば 07年 - 15年という欄は， 15 年の貸借対照表の数値か ら07 年の数値を引算 し ， そ れを ま と
めたものである。こうすることでこの間の満鉄の資金調達と投入が相当程度明らかになる。























鉄所がそれぞれ 38百万園， 27 百万園， 30 百万圃を占め， それに附属地関係の投資が追随 し て い
る。この時期には鉄道投資の比率がさらに低下している O






大豆輸出の好調に支えられて高収益をあげていた。民間株配当率は 10%を保ち， 29 年度に は 1
%に引上げ，それでもなお巨額の内部留保を形成していたのである。(金子 [199 1J , 364-6 , 393ｭ
401 頁。 )
この時期の資本調達の特徴は，一般株金徴収と社債を通じた日本の資本市場からの資金調達








る「その他資本」が149百万固と巨額にのぼっていることも重要である o Iそ の他 (負債側) J





























3 満洲事変前後 (第一期1930年4 月1 日""'1933年3 月31 日 )
3. 1 満鉄の 「危機」
上述の如く 1920年代の満鉄は他の在満日本企業の不振を尻目に好調を維持し，大きく発展し






に低下し大正九年度当時に逆行した観がある。(南満洲鉄道 [1976J , 2750頁。 )
このような営業情況の悪化は表 4 -1 の支出/収入比率を見れば明 ら かであ る O こ の比率は29










た。(金子[1991] , 442-5頁。 )
この時期の資金的様相を表 3 - 3によって確認しよう。 30-31年の資金調達は「その他(負
債側) J 111百万固が最大であ り そ れに社債金39百万固 と有価証券の減少7百万園が続 く 。 こ の
「その他(負債側)Jの増加の主因は支払手形の増加46百万圃と預り金の増加60百万固である
(表 2 -2) 。 前者の支払手形は銀行か ら の短期資金調達の増加に よ る も の と 考え ら れ る O こ の
借入は社債による資金調達の不調ゆえの繋ぎの短期資金借入である。たとえば第三O回社債














この次の第三一回社債(31年 8 月 1 日 ) 30百万固につ いて も 「財界不安に起債意の如 く な らず，
加ふるに前年来会社収入は激減の一方で、会社は事業資金を短資借入により補ってきたJ (同上)
と述べており，この両年の資金調達の困難が如何に厳しかったかがわかるO


































度・ 31年度では 188 . 1百万国および187 . 1百万園と落込んでいたが， 32年度に は245.9百万固 と三
割以上増加しており，鉄道の収入で見ても二割増となっていて「客貨の移動頓に旺盛」となっ
たことが表われているO損益でみると 31年度22 .7百万圃に対し32年度7 1.9百万固と三倍以上に
なっているが，鉄道に限ってみるとそれほどには増えておらず， 54.0百万固か ら70 .4百万国 に
三割ほどの上昇にとどまっている。(表 4 - 1， 2)
32 年度の損益の増加に最 も大 き く 貢献 し てい る の は 巨額の利息収入(52.2 百万圃) であ り (表









表 8の満鉄の貸金明細を見ると，満鉄の鉄道借款は32年 9月末の時点で53 .9百万園だったも




71.9百万固か ら差引 く と ， こ の年度の実際の損益は29.1百万固 と な る 。 こ れで は30年度の30.6
百万園より少なくなってしまう。結局のところ回復はまだ本格化していないといわざるをえな
し、。
3. 2. 2 資金の調達投入
つぎに資金調達・投入であるが，こちらのほうでもそれほど急激な回復が見られるわけでは
な L 、。まず調達から見ると， 32 年度で は社債金73 百万園， rそ の他資本」 増47百万園， 株金徴
収25百万国が主たるところである。これによって調達した資金を満洲国鉄道借款に 89百万圃，
「その他(負債側 )Jの減少に 38百万園，仮払金等の増加に 1百万園， rそ の他 (資産側) J に 1 5
百万国と振り向けている o (表 3 -3)
調達の「その他資本」の増加は今述べた滞納利息の元金繰入れ 43百万圃に依るものであり，
実際の調達ではない。これは満洲国鉄道借款と両建てになったに過ぎなし 1。社債の方も 73百万
園増えているが，そのうち 45百万園が短期借入の返済に廻されており(表 2 -2) ， 実際に調
達したのはその差額28百万国程度に過ぎなし、。結局のところ株金の徴収と合わせた50百万国強
が満洲国鉄道借款と仮払金等に振り向けられたのが全てというところであるOこの年度を単独
で見る限り， r著 し く 改善せ ら れ」 た と い う 程の こ と で はな い。
3. 2. 3 経営回復の徴候
しかし，重要なエピソードがある。それは 1932年 12月 20日の第三回社債 20百万園の発行で
ある。この社債は「九月以来年末迄に軍事公債を主として約五億園の巨額を日銀引受の形で発
行し約三箇月間に約四億園の日銀免換券の増発を見た情勢で将に今後の財政『インフレ』金融







公募分の二倍近くなるというようなことは珍しい。(竹内[1956J , 106頁。 )
また，この年度には1920年の第一次増資の際に市況悪化のため募集し損なった 600千株の募
集が行なわれている。この募集は「金融恐慌の影響を受け資金の大都市一流銀行に集中するも





この公募は 8 月 20日 --- 25日に行なわれたが， 119 ，240株の 申込があ り ， 1株平均10.74園の プ レ
ミアムを獲得している(南満洲鉄道[1976J , 2686-7頁) 。 尚， 満鉄株の額面は設立当初1株200
圃であったが， 1915年12月1 日 に1株100園に改め ら れ， さ ら に1929年6 月20 日 に50固に改め ら
れている o (満鉄会口986J , 72頁。 )
この社債と株式の人気を満鉄の経営好転の具体的な指標と看倣してもよかろう。尚， 32年末
時点における日本の事業債総残高に占める満鉄日本国建社債残高の比率は12 . 5%であり，満洲
事変以前の28年末の8 . 7%に比べてかなり上昇している o (表 5 -3)














まうことである O事実， 3 年に はいわゆ る 「満鉄改組問題」 が表面化 し ， I満鉄王国」 は満洲
国の成立によって崩壊し始めるのである O
4 経営回復 と コ ン ツ ェ ル ン形成 (第二期193 年4 月1 日--1936 年3 月31 日 )
3 年度か ら35 年度の三年間は満洲事変が一応収束 し ， 満鉄は満洲国 と の聞に締結 し た国有鉄







監督部とのみ関わったという(蘇崇民[1990J , 492頁， 渡辺[1986J , 117-46頁) 。 渡辺 口986J
の指摘によれば，満掛|国→関東軍の委託契約が32年 8月 7日付であるのに，関東軍→満鉄の復







第二期の資金の大まかな調達・投入をまず確認しておこう。表 3 - 3によれば，この三年間
の調達は社債金 263百万圃，株金徴収 1 72百万圃， Iそ の他資本J 51 百万園， Iそ の他 (負債側) J
48 百万固 と 「そ の他 (資産側) J の減少37 百万園であ っ た。 投入は貸金等187 百万国， 仮払金等





4. 1. 1 増資




する意欲を示し， I之に投資すべ き 資金 も七一， -00万圃と推定さ れJ (南満洲鉄道[1976 J
2677頁) ， こ の資金の調達を実現す る た め に は増資が必要と い う 結論に到達 し た 。 そ こ で32年








このようにして360百万国， 7，200千株の増資が実行に移 さ れた 。 こ の う ち半分の3，600千株
は日本政府引受であるO日本政府引受分の払込は第一回増資の際と同じく外債の肩代りによっ
て行なわれた。すなわち第一九回英貨社債額面4百万ポンドの肩代りを法定平価によって換算




のうち 2， 200千株は株主に， 200千株は社員に額面で割当て ら れ， 残 り 1.200千株60百万圏分が






に達したJ (南満掛|鉄道日976J , 2688-9頁) と い う 。
さてこの宣伝の効果もあってか申込締切の 8月 15日には応募総数23 ，491名，株数3， 5 1 8， 220株
に達し， 230齢万株の応募超過 と な っ た。 か く て満鉄は プ レ ミ ア ム平均5.18圃， 総額6，215千圃
を獲得して公募を完了した。但し「満人の申込は新京に於て一口-00株のみにすぎなかった」
点は注意に値するであろう。(南満洲鉄道 [1976J , 2689頁。 )
満鉄はこうして株主・社員割当分と併せて， 36百万園の資金を こ の第一回払込で調達 し た。
以降， 37年度ま で毎年1 株当た り10圃， 総額36百万闘の払込が行なわれ る O 尚， こ の年度の株
金徴収は100百万国であるが，このうち39百万園は英貨社債の振替であり，残る 61百万園のう
ち36百万圃がこの増資の払込分で，残りは前回増資分の最終払込によるものである。(以上増
資に関しては南満洲鉄道 [1976J , 2677-90頁参照。 )
4. 1. 2 社債
次に社債であるが，第二期に社債は 263百万圃と最大の調達項目になっている(表 3 -3) 。
年度別で見ると(表 3 -2)33 年度は 日本政府に よ る外債肩代 り があ っ た ので12 百万園減少 し ，
34 年度160 百万圃， 35 年度115 百万圃 と推移 し てい る O こ れを発行額で見てみ る と ， 33 年度は14








しかし 34年度， 35 年度に は少 し風向 き が変わ っ て く る 。 そ れぞれ30 百万闘， 15 百万園の簡易
保険局引受分がみられ， 35 年度に は支払手形の増加45 百万固に よ る調達 (表2 -2) があ る 。
これは，社債による資金調達が再度窮屈になりはじめていることを示す。特に36年2月 15日発
行の第四八回社債は相当の不振となり， I密かに預金部其の他政府の積極的支援を希望 し たが，
二月一三日大蔵省と「シ」団代表たる興銀との会見に於て其の望み薄である事が判明興銀から
も会社社債計画の可及的漸減方針を希望さるる有様で起債の前途暗潜条件も次第に逆転の懸念







借入金返済分に分けて見ると，前者のうち満鉄一社で46 . 7%を占めている。 36年末の残高で見
ても事業債総額3，479百万国に対して満鉄777百万固と 22 . 3%を占めておりシェアは大きく拡大
している。(表 5 -3 お よ び竹内 口956J , 64頁)
4. 2 資金投入
4. 2. 1 国線関係
次に投入の側を見ょう。第二期の最大の増加項目は「仮払金等(仮払金+未収金 )Jの 243百
万圏である(表 3 -3) 。 そ れに し て も未収金 と仮払金の額の多 さ は際立 っ て い る O た と え ば3
4年3 月 末で総資産額1.613百万国の う ち仮払金と未収金で221百万固 と13% も 占 め て い る (表
3-1)。しかもこれは一時的現象ではなく，むしろこの後に増大するのであり，例えば38年












7年 3 月 ) の仮払金残高22 1百万屈を上回 っ て い る事であ る (表 2 -1) 。 表 9 に計上 さ れて い
るものは， r満洲国鉄道借款及委任経営契約に基き会社が支出 し た満洲国鉄道の建設費及既設
線の改良費其の他を含むもので将来満洲国鉄道借款となるべき整理未済客員J (南満洲鉄道口976J，
2747頁) であ り ， こ の残高が仮払金の残高を上回 っ てい る と い う こ と は ， r整理未済額」 の一
部が仮払金以外の勘定に分類されていることを意味する。そしてこのような性質のものは未収
金に計上するのが自然である。第二に，表 3 - 2 の 「そ の他投資」 の欄は 「整理未済金」 の増
減を示しているのであるが，この推移は表 2 -2 の仮払金の動 き よ り も 表3 -2 の仮払金等
(未収入金+仮払金)の動きにより近し、。第三には未収金の残高が非常に大きい点である。未
収金は36年3月には1億圃を越え， 41年3 月 に は2億圃台に な っ てい る (表2 -1) 。 後払運賃だ
けでこのような巨額に達するというのは考えにくい。
『山崎文書J (早稲田大学社会科学研究所所蔵)に含まれる「第四拾弐固定時株主総会質疑
























いる(高橋口986J , 687-96頁， 金額は表9 ・1 )。この金額は上の国線向け投資の推定値418
百万園と概ね見合っている O
表10 - 1 は満洲国有鉄道の事業費の累計額であ るが， 当然なが ら そ の ほ と ん どが鉄道で占め
られている。尚， 35年3 月 時点の鉄道借款が197百万圃であ り ， 満洲国鉄事業費399百万園 と の
差が202百万圃であるのに対し， 36年3 月 時点では前者が334百万圃， 後者が735百万圃 と そ の
差が401百万固と 200百万園近く拡大している(表 3 -1，表10 - 1) 。 こ れ は ， 35年3 月23 日
に日満ソ北満鉄同譲渡協定が調印され，同日満鉄に経営が委託されていることと関係がある。
北満鉄道は譲渡価格140百万国及びソ連鉄道従業員退職金30百万圃を支払うことで買収されて
おり， 200百万圃の う ち170 百万園は こ の北鉄買収に起因 し てい る はずであ る O こ の買収資金は
満洲国国債を日本で発行することで調達されたので，満鉄はこの部分の資金調達に直接は関与
していない。
表10 - 2 はそ の営業収支であ る O 鉄道の支出/収入比率を見る と ， 33年度が特に高 く93.2%
で，あとは70%後半から80%前半となっているO満鉄本線の30%台という異常に低い支出/収










益金は借款利子すら全額を支払かねる状態となり， 35年度決算では利益金が予算を大 き く 下回
り，満鉄の受け取った利子も予算より 10百万園以上少なくなった。これが満鉄全体に対する信
用を低下せしめ資金調達に悪影響を与えかねない，として満鉄による委託経営制度の停止が考
慮されたこともある(原[1976J , 222-8頁) 。 こ の点を重視す る な ら ば， 新線を 「非経済線」
と見なすことも司能である O




鉄道管理局が清津に設置されている(南満洲鉄道口976J , 1371-2頁) 。
4. 2. 2 有価証券
投入側で国線関係に次ぐのは有価証券 11 2百万国(表 3 -3) であ る 。 こ の部分 は満鉄の コ
ンツェルン化のための投資であるO表12はこれを業種別に表示したものであるが，表12 - 3 か
ら明らかなように，第二期の有価証券投資は鉱工業に集中している。企業別に見ると最も重要
なものは(株)昭和製鋼所である。昭和製鋼所に対しては， 33年度に35百万圃， 34年度に16百万
園， 35年度に6百万圃 と合計57百万国の投資が行なわれて い る O 昭和製鋼所 は33年5 月1 日 に
本店を京城府から鞍山に移し，鞍山製鉄所の施設を 6 月 1日に継承するとともに， 4 月10 日 附
で満鉄が政府から認可を得た鞍山製鋼計画を引継いだ(南満洲鉄道[1976 J ， 2 585-7頁)。この
製鋼所の移譲は満鉄から昭和製鋼所への売却という形式をとり，譲渡金額は34百万園であった。
満鉄の社内事業の製鉄工場の欄は29百万固なので(表11 - 1)，満鉄が 5百万国の利益を得た
形になっているが，満鉄が実際に投資した額は研究開発費等を含めると売却金額を遥かに上回っ
ていたといわれる(日本産業調査会満洲支局 [194 1] , 128頁) 。
第二期の有価証券投資は昭和製鋼所以外に， 33年度にお いて， 満洲航空(株)0.75百万園， 満
洲電信電話(株) 0 . 88百万国，国際運輸(株)1.7百万国(貸金の振替)，日満マグネシウム(株)
0.88百万園， 満洲石油(株)0.5百万園， 満洲化学工業(株)6.43百万国， 同和自動車工業(株)0.73
百万園。回収は四鄭鉄道公債35千園であった。




35年度の投資は， 満洲鉛鉱股分有限公司1.5百万国， 満洲鉱業開発 (株) 1. 36百万園， (株)興
中公司2 .5百万国，満洲拓殖(株)3百万圃，満洲化学工業(株) 3 . 23百万園，撫順セメント(株)
1. 25百万圃，満洲電業股分有限公司20 . 08百万国，満洲採金(株)1.25百万圃，日満倉庫(株) 6 . 25
百万圃，奉天工業土地(株)1.25百万園，満洲林業股分有限公司0 . 63百万園，同和自動車(株)















業投資に比して少ないことを指摘し， I三0年代の本格的 コ ン ツ ェ ル ン形成に至る過渡期J (金






ものはないと謂っても過言ではあるまいJ (南満洲鉄道 [1976J , 2581頁) と い う ほ どで あ り ，
満洲国経済にとって満鉄コンツェルンは紛れもなく存在した。 32年""'36年に設立・改組された
特殊会社は30社であったが，そのうち満鉄持株は17社，総資本の31. 6%に相当し，満鉄持株比
率が30%を超えるものが10社あった(満洲帝国政府 [1969J , 559頁) 。 に も拘 らず， 満鉄に と っ
て満鉄コンツェルンは鉄道事業に較べると遥かに重要性が低かった。満洲国経済に占める鉄道
の地位はそれほどに高く，また逆に満洲国の鉱工業はそれほどに小さかったのであるO
4. 2. 3 社内事業費
投入のうちの事業費がわずか 45百万固に過ぎないのは，ひとつに 33年度に鞍山製鋼所を昭和
製鋼所へと売却しためであり，社線に向けて 32百万国，港湾に 13百万固と第一期よりずっと





にもかわらず，運輸関連投資の優位は動かな~ ¥0 (表15 - 3)
4. 3 営業収支
最後に満鉄の収支を確認しておこう。第二期の鉄道の支出/収支比率は 33年度 31. 8%， 34 年
度34 . 3 %， 35 年度3.2% と 満洲国期で最 も低い時期であ り ， 鉄道事業が好調であ っ た こ と を示
171
人文学報
している(表 4 -2) 。 ま た ， 国線 と の合算で見て も 同 じ こ と が言え る (表4 -5) 。 鉄道の運
営は全体に順調であった。満鉄の利子収入の大宗はこの満洲国鉄道借款の利息と所有有価証券
配当が占めているものと推定されるが，その推移は16.4百万国. 26.1百万園. 34.3百万圃であ っ
た(表 4 -4) 。 こ れ ら を貸金等+有価証券+仮払金等の年度末残高で割る と ， 利回 り に相当
するものが得られるが，その推移は33年度3 . 2% . 34年度3.6%. 35年度3.8% と な る 。 こ の値の
評価は難しいが少なくとも30年度の2 . 1 % . 31年度の1.9% と較べて向上 し てい る (表4 - 6 ,
運用利率の欄)。それゆえこの数値も満鉄経営の好調を示すと考えてよかろう。




ンツェルン形成に乗出すなど，多くの面で成功を収めたといえる o 34 年1 月1 日 の特急 「 あ じ
あ」の運転開始はそれを象徴する O第二期を満鉄の絶頂期であるといっても間違いはなかろう。













月 14日に出される。この改組案に決定的な打撃を与えたのは，前節で述べた 33年 1月 15日発行
の第三七回満鉄社債の極端な不調である。同時に株価も急落しており，資本市場の示したこの
反応によって陸軍も改組案を一応放棄した。






満鉄の機構改組が再度目指される。(以上改組の経緯に関しては，原 [1976J , 211-7頁に よ る。)
5. 2 機構改革

































34 年度， 35 年度の総調達額が234 百万圃， 208 百万圃であ っ たの に対 し ， 36 年度， 37 年度 は162
百万圃， 190 百万固と な っ てい る (表3 -2) 。 満洲産業開発五箇年計画が36年度よ り 構想さ れ
37年度か ら実行さ れて い る こ と を考え る と ， こ の両年度の総調達額の減少は奇異と い っ てよ し '0
5. 3. 1 社債
最も重要な調達項目は社債であり，金額は 146百万園であった(表 3 -3) 。 し か し36年度が
125 百万国であ る の に対 し て37年度は21百万国 と極端に少な く な っ て い る (表3 -2) 。 ま た ，
36年度に し て も125百万国の う ち45百万圃は35年度の手形借入の返済に廻さ れて い る の で ， 実
際の調達は80百万圃となる。しかしこの年度の発行額は225百万圃と多い(表 5 -1) 。 こ れは















上げたのである。(日本興業銀行臨時資料室口 957J , 409頁。 )
既に36年10月 5日 "' 7日の湯嗣子会議では満鉄も参加して五箇年計画の基礎案の作成が行なわ







(原 [1976J , 231頁) ， こ の時点で要請がな さ れた背景に は， 満鉄の資金調達の失敗があ る も の
と考えられる。関東軍はこの失敗によって満鉄以外の資金ルートの確保の必要を痛感したので
あろう。
5. 3. 2 社債以外の調達項目
社債以外には株金徴収 92百万圃， Iそ の他 (負債側) J 49 百万国， 有価証券の減少48 百万圃，
「その他資本 J 48 百万圃があ る (表3 -3) 。 株金徴収の特徴は， 37年度に 日本政府持株の払込







度に58百万圃増えている(表 2 -2) 。 こ の増加は言 う ま で も な く 37年度資金調達計画が暗礁
に乗り上げたための，繋ぎの短期資金導入の結果である。
有価証券の減少は満業設立のために，満洲国政府に上述の五子会社の株式を売却したことの
表われであるOこの売却価格は107 .5百万圃であったが，満鉄が譲渡した株式の払込額は 78 .4
百万圃であり(南満洲鉄道東京支社業務課[1938J , 1頁) ，少なくとも 29 . 1百万圃の有価証券
売却益を得ている筈であるが，奇妙なことに営業報告書にはそのような利益のあった形跡が見
られない。
満洲国は満洲国幣建の満洲国国債を満洲中銀引受にて37年12月 1日に80百万国， 38年3 月2
日に 100百万園， I投融資資金」 名 目 で発行 し てお り ( 日本興業銀行 [1 989J )，この代り金の一
部が株式譲渡の見返として満鉄に交付されたものと推定されるOもしそうだとすると，満鉄は
これまで満洲国幣資金に全く依存しておらなかったのであるから，満鉄に対するはじめての国
幣資金供給がこのとき行なわれたことになる o 37年度に預け金が44百万圃増加 し て い る ので，




5. 4. 1 国線関係
次に投入の方を見ておこう。第三期で最も大きいのは貸金等 278百万固である。それに対し
て仮払金等が 9百万固となっているのが第二期との大きな違いである。第二期は貸金等が 187百









尚， Iそ の他投資」 は37年度に63百万圃減 っ てお り (表 3 -2) ， こ れが正 し け れば国線向 け
投資のペースが落ちたことになる。しかし，この年度に「仮払金等」と「その他投資」の動き
に大きな差がつく理由が見当たらないことと， Iそ の他投資」 の36年度迄の数値の 出所 (高橋
[1986J の表 9 ・ 4 ， 原資料は 『第三次十年史J) と 37年度以降の数値の出所 (満鉄会 [1986 J )
が異なっているので， I仮払金等J の動き を一応優先 し て考えた ほ う が安全 と判断 し た。
5. 4. 2 有価証券
有価証券は両年度を合わせると 48百万圃の減少となり(表 3 -3) , 36年度は1 百万圃の増，
37年度は49百万闘の減少と な る (表3 -2) 。 こ の有価証券の減少が第三期 と 第二期 と の最 も
重要な差異である。しかし満鉄が満洲国政府に売却した株式の簿価78.4百万園を戻すと，両年
度で30百万園程度の投資が行なわれたことになる。
36年度の有価証券の出入 り は， 新規投資が満洲電業股分有限公司17.6百万園， 満掛|軽金属製
造(株) 3 .5百万圃，満洲曹達股分有限公司1百万園，満洲瞳業(株) 0 . 25百万圃，山東鉱業(株)
0.24百万園， 復州鉱業(株)0.12百万園， 満洲石油(株)0.25百万圃， 日満商事股分有限公司3.6百
万圃，満洲電信電話(株) 0 . 88百万圃， (株)興中公司2 .5百万園，満洲拓殖(株)1百万国，鮮満拓
殖(株)2百万圃，満洲林業股分有限公司0 . 31百万国，満洲畜産工業股分有限公司0 .3百万国，
(株)満洲弘報協会0 . 08百万園，満洲市場(株)その他0 .1百万国，であり，回収は帝国五分利付
公債2 . 51百万国，極東電力会社社債0 . 04百万国，満t卜卜|電業股分有限公司株式公開による 15 . 13百




資額0 . 08百万園となっている。(南満洲鉄道口976J , 2736頁。 )
大連都市交通(株)というのは，南満洲電気(株)から電気事業部門を切り離し，電車・パス交
通事業のみとしたものである。このための減資と改称は36年 4月 1日に行なわれた。切り離さ
れた電気事業部門は， 34年11月1 日 に設立さ れた満洲電業に移さ れて い る (南満洲鉄道[1976]，
2641頁) 0 J::. の 出入 り の う ち ， 新規投資の 「満洲電業股分有限公司17 . 6百万国」 と 「満洲電業
株式会社設立に伴う大連都市交通株式会社の減資17 .6百万圃」の金額が等しいのは，満鉄の満
桝|電業への出資が大連都市交通の減資分の振替に依っていることを示す。また「満洲電業股分








投資は寧ろ回収する方向に転ずるに至った。(満洲帝国政府 [1969J , 515頁。 )







施設の土地建物を経営するために設立された子会社である(満鉄会口986J , 532頁) 。
5. 4. 3 社内事業費 ・ そ の他
第三期の事業費は 50百万園増加しており，その内訳を見ると鉱工業関係 25百万圃が鉄道 12百
万固・港湾 10百万圃の合計を上回っている O鉱工業の増加の主力は炭積であり，これは五箇年
計画に沿った石炭増産のための投資と見ることができる(表 11 - 3) 。 尤 も ， 満鉄 は撫順炭碩
の増産を行なわないという方針を 35年に社議として決定し，実際にも増産を極力抑えていたと




第三期には「その他(資産側)Jが63百万園も増えているが(表 3 -3) ， こ れ は主 と し て36













比の減収減益である。この減収減益の理由は， I各種視察団体誼沿線各地 ノ 人 口増加ニ伴 フ 汽
車通学生等割引旅客ノ増加アリタルニ加へ一般旅客ニ於テモ減少ヲ示シ手小荷物運賃ノ引下及
満洲国幣制ノ改革ニ伴ヒ銀貨ノ輸送激減等ニ因リ手小荷物運賃ノ減収ヲ来シ」ためであると
いう(南満洲鉄道 [197 J , r昭和十一年度事業説明書J 2頁) 0 I満洲国幣制 ノ 改革」 と い う の
は， 35年11月 の国幣の 日本圃へのパー リ ン ク 政策の実施の こ と であ る O パー リ ン ク 以降， 満洲
中銀は国幣と銀との免換を停止し，その結果各支店への免換用銀貨輸送の必要が無くなり，そ
れが満鉄の運賃収入の減少に一役買ったのである。
鉄道の支出/収入比率で見ても36年度36 . 1 %， 37年度35.7% と以前よ り 高 く な っ て お り (表
4-2) ， 全体に満鉄の収益力は低下 し て い る 。 ま た国線 と の合算で見て も63.3% ， 62.7% と
悪化している(表 4 -5) 。 さ ら に運用利率を見る と36年度が3.1% で37年度が3.0% (表 4 ｭ
6) と ， 第二期よ り も低下 し てお り ， こ れは国線が第二期の よ う な利子支払をな し えて いな い
ことを示している。国線の収支状態はかなり悪化していると考えてよかろう。







この新京事務局は37年 6月 18日に支社に昇格している(満鉄会[1986J , 66頁) 。 こ れ ら の措置
によって大連本社の占める地位は低下し，満鉄は新京に一歩接近した。営業面では貨物運賃の
遠距離逓減制の採用によって収支が悪化し，国線は利子負担に堪えなくなった。
日本の資本市場との関係では， 36年度の前半ま では資金調達が好調に進んだ も のの ， やがて
資本市場が逼迫して資金繰に苦しみはじめ， 36年末の第四次新線建設追加予算の提起に よ っ て




6 日本の資本市場統制 と満鉄 (第四期 1938年 4 月 1 日 ---- 1 942年 3 月 31 日 )








社債消化促進策については，社債担保日銀貸出の優遇措置が 37年 7月より開始され， 38 年10
月にスタンプ附手形制度が導入された。そのほかに，日本興銀を経由した日銀による社債買入，
政府保証債の割引優遇措置，預金部・簡易保険局等政府筋金融機関による社債の引受・買入な
どが行なわれている O起債市場の直接的統制は 37年 9月の臨時資金調整法の施行によって始ま
り，それ以降産業資金供給は政府の認可を要することなった。更に 38年 1月には認可を要す
る業務範囲が拡大された。 39年下期以降，起債市場が不調に陥ると， 40 年10 月 に社債前貸金の
預金部資金による肩代り，証券業者の手持ち社債の預金部買上げ，興銀融資といった措置がと








ての性格を喪失したのである。(竹内[1956J , 109-17頁， 松尾[1994J 0)
この統制深化過程は， 37 年7 月 よ り 社債市場の統制が開始さ れ， 40 年10 月 に計画化が行われ
た，とおおまかに二段階に区切ることができる O勿論この統制の深化は， 37 年7 月 の慮溝橋事
件， 39 年5 月 の ノ モ ンハ ン事件， 41 年7 月 の関東軍特別演習発動， 同年12 月8 日 の対米英宣戦
といった戦争の進展に対応したものであった。
6. 2 資金調達
6. 2. 1 社債
このように変化した市場で満鉄は第四期の五年間に社債を1. 285百万園発行し(表 5 -2) ,
社債金による調達額は1.113百万固に達した(表 3 -3) 。 こ れを引受先別に見る と ， 日 本 シ 団
が1， 195百万国，簡易保険局が90百万固となっている。また第四期には預金部による社債の購
入が122百万国ある。預金部の購入分をすべて日本シ団引受分の買入れによるものとすれば，
官庁筋が90百万国十 122百万国ニ 2 12百万園，日本シ団親引+公募が1， 073百万固となる(表 5 ­
2)。三分主義に厳密に従えば官庁筋が428百万国となるはずであるから，満鉄社債は民間引受
の比率が三分主義よりも高いことになるO社債市場全体では官庁筋の比率が徐々に高まっていっ
たことを考え合わせると(日本興業銀行臨時資料室[1957J , 540頁) ，満鉄債の民間比率の高
さは特異であるO
日本の事業債残高に占める満鉄債の割合を見ると， 38年末以降は23.1% ， 22.3% , 22.2% ,








(41年度) の十八 I (問) 本年度 ノ 起債ガ予定通 リ 進捗セ サル場合 ノ 資金対策 ア リ ヤ 」 と い う 質






6. 2. 2 増資
社債に続く調達項目は株金徴収 410百万園であるが(表 3 -3) ， 第四期に は40年1 月20 日 に
第三次増資が実行されている。規模は増資額12， 000千株， 600百万圃で あ り ， 五回 に分け て毎
年均等の払込とされた。このうち半分は日本政府の引受であり， 40年7 月1 日 に30百万園が払
込まれた。残り半分のうち4 .000千株200百万圃は旧株2株につき 1株の割合で旧株主に， 400千
株20百万圃が社員にそれぞれ額面で割当てられた。この時の増資で特徴的なのは残り 1，600千





以外の部分の払込は10月 1日に完了し， 11月 6日に報告総会が開催された。(満鉄会口986 J











6. 3. 1 国線関係
次に投入の側を見ょう。第四期の最大の項目はやはり貸金等であり，金額は 841百万圃であ
る。これに仮払金等 390百万圃を加えると 1， 231百万固となる(表 3 -3) 。 固有鉄道の事業費
のほうから見ると， 38年3 月'""-'43年3 月 の総残高の増加は856百万園であ り (表10- 1) , 38年
9 月'""-'43年3 月 の満洲国鉄道借款の増分841百万圃 と概ね見合 っ て い る (表8)。 第四期の国線
拡充がほとんど全て満鉄の投資に依ったことがわかる。
満洲国鉄道借款の内容は多少の質的変化があるOそれは「既設線改良施設借款」の急増であ
る。この項目は36年 9月から計上されるようになり， 43年3 月 時点で は580百万園 と 満洲国鉄
道借款の総残高1，454百万固に対して39 . 8%を占めるまでに急増した。この項目の38年 9月~
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43年3 月 の増加は411百万園であ り ， 全体の増加841百万国に対 し て48.9%を 占めて い る O こ の
ことは，満鉄の国線投資が新線の建設から既設線の改良に重心が移りつつあることを示してい
る。(表 8 )
6. 3. 2 社内事業費
次に社内事業費を見ょう。この項目は第四期に 353百万圃増加している。その内訳は，鉄道
が305百万国，港湾 27百万園，鉱工業 212百万圃，地方 190百万園減少となっている(表 11 - 3) 。
地方が大幅に減少しているのは満鉄附属地行政権の移譲に伴い地方部が廃されたためである。
満鉄は附属地施設のかなりの部分を手放したが，この施設の 37年 12月 1日現在の財産価格は満
洲国関係 32百万圃，日本政府関係 23百万圃の合計 55百万固と査定された。この譲渡は満鉄の主
張の通り有償にて行うとされ，代償として日本政府より北朝鮮鉄道の一部が譲渡されることと
なった。補償が実行されるまでは満鉄が施設の所有権を維持し，満洲国政府・日本政府機関に
占有させる形式をとった。補償の実行はずっと遅れ， 45 年4 月1 日 であ っ た (満鉄会 [1986J
424-31 頁) 。
「地方」が消滅した 38年度に「その他」が 143百万圃増加しており，さらに 41年度に「その
他」カ ~ 133百万圃減少して鉄道が 141百万圃増加していることから，移譲されなかった施設が一
旦「その他」に振替えられ，そのあと鉄道に含められたと考えられる(表 11 - 2)01
譲渡された部分は北朝鮮鉄道の譲受を見込んで鉄道に振替えられたようである o 38年度の鉄
道の増加54百万固と「その他」の増加143百万国の和197百万園が，地方の減少190百万固と概
ね見合っていることがこの推定の傍証である(表11 - 2) 。 そ う だ と す る と ， こ の年度の鉄道
の増加54百万国のうち47百万圃程度は実際の投資ではないことになる。それゆえ実際の鉄道投
資を知るには，第四期の鉄道項目の増加305百万固から， 47百万固 と133百万園を差引 く 必要が
ある。すると 125百万固ということになるが，この金額は鉱工業の2 12百万闘を大きく下回って
いる(表11 - 3) 。
鉱工業の内訳は炭噴が113百万圃，製油工場が19百万圃，第二製油工場が60百万圃，石油液
化工場が11百万園，製鉄工場が8百万圃となっている。第四期も撫順の炭績に対する投資が過
半を占めている(表11 - 3) 。 こ れ ま で停滞 し て いた社内の鉱工業への投資が再開 さ れた の で
ある。
l 高橋 [1 986J の表9 ・ 32の註1 に 1 1 940年度社内事業費の う ち 「鉄道」 は少な過ぎ る し ， 1 そ の他」 が多
過ぎる。鉄道は550， 000千円， 1そ の他」 は1億円程度が適当であ る 。 」 と い う 指摘があ る が， こ れ は こ こ で
述べた附属地関係施設の処理に起因している。高橋流に補正するならば， 1そ の他」 が41年度に133百万圃
減っており，通常この項目はほとんど出入りがないことを考慮すれば， 41年3 月 の 「鉄道J 444百万国に1




設が決定され， 29年秋に完成 し てい る 。 こ の時点で粗油年産能力100千 ト ン であ り ， 36年に140
千トン工場に拡張され，さらに五筒年計画に対応して300千トン生産計画を建て，五箇年計画
終了時点で生産能力282千トンに達した。粗油年間生産量で見ても32年に72千トンであったも
のが38年度144千トン， 42年度256千 ト ン と 増加 し た。 こ れ は当時の 日本の国内石油生産量の二
倍に当るとし寸。しかしその後原料の供給不足と品質劣化により生産量は減少した。(東北物
資調節委員会研究組 [1948aJ下巻95-7頁表8及び表10，大蔵省管理局[1947 J , 346-9頁 ， 満史





(満鉄会 [1986J ， 347頁)。第四期に投入された60百万国は無駄となったことになる O
石炭液化は34年から研究が開始され，技術上の問題によって難航し， 37年よ り 設計建設に着







35%， 満鉄30%) が設立さ れ， 撫順の工場は こ れに売却さ れ， そ の拡張工事と吉林工場の改造
工事を45年 3月に完了する予定であった(日本銀行新京駐在参事口943J )。しかし結局， 44年
には石炭液化を中止し，通常のガソリン精製に切換えた(満史会口964J下巻171頁，満鉄会
[1986J, 348 ，386-92頁) 。 こ の投資 も概ね失敗に終 っ た のであ る 。
製鉄工場に計上されているのは特殊鋼生産工場への投資であり， 37年よ り 撫順に試験工場の
建設を開始し， 39年4 月 に第一期工事を， 41年6 月 に第二期工事を一応終了 し た。 更に44年度
までの三ヵ年継続事業として特殊鋼年産二万トン産出計画を立案し施設の拡充を行った。 44年
度には生産高鋼塊一万二千トンに達したとし寸。この工場への投資額は相対的に少ないが，
定の成果を挙げていたようである(満鉄会[1986J , 382-6頁) 。
6. 3. 3 有価証券
有価証券に対する投入は 181百万固である。この金額は貸金等と仮払金等の合計 1， 231百万圃
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の7分のl程度に過ぎない(表 3 -3) が， そ の内容に は は っ き り と し た特徴が見 ら れ る。38年
9 月--43年3 月迄の増分を見る と ， 鉱工業 と興業拓殖はそれぞれ5 百万固と8 百万園の減少で
あり，運輸倉庫関連だけが1 72百万固と増加している(表12 - 3) 。 第四期に売却さ れた銘柄で
重要なものは興中公司と満洲電業であるO満鉄は興中公司を35年12月に華北進出の過程で設立
したが， 38年11月 に設立 さ れた北支那開発 (株) に そ の全株式を譲渡 し た (満鉄会 [1986J
529-30頁) 。 満洲電業は40年に満洲国特殊法人 と な り ， 満鉄はそ の持株を徐々 に手放す こ と に





華北に侵入するのに追随して満鉄も各地に事務所・出張所を設置し， 37年8 月27 日 に北支事務
局を天津に置いた。 38年末には華北の主要鉄道を北支事務局が管理するに至り，満鉄は二万人
近い従業員を派遣した。しかし華北の鉄道を満鉄が直接経営するには至らず， 39年 4 月17 日 に
華北交通(株)が設立され，満鉄は同社に 13千人の人員と資本を提供することとなった(高橋
[1986J， 72 7-9頁，満鉄会日 986J ， 341頁)。この華北交通に対して満鉄は資本金 300百万園のう
ち 120百万園を出資 し ， 150 百万国を北支那開発が， 30 百万園を中華民国臨時政府が出資 し てい
るO満鉄は以降 42年 11月まで五度にわたって 24百万園ず、つ払込を行っている(満鉄会[1 986 J ,
533-4頁) 。 こ こ で注意すべ き は華北交通への投資額が120百万固に と ど ま っ た こ と で あ る 。 こ
の金額は43年 3月末の満鉄の総資産4 . 237百万園の僅か2 . 8%であり，同時点の満洲国鉄道借款
残高1，454百万国の 12分のlにしかあたらない。 満鉄の華北進出といっても資金的にはこの程度





















において大豆粕が化学肥料によって駆逐されたことと， 39年度よ り 開始 し た農業統制機関を通
じた農産物蒐荷政策が失敗に終ったことによって，大豆輸送量は伸びるどころか惨落し，満鉄
はその収益源泉に大きな打撃をうけることになる。(高橋 [1986J , 730-3頁。 )
42年1 月1 日 に今度は一転 し て値上げ改正が行なわれる 。 満鉄の輸送量は工業生産の急増，






されたが， 43年以降の急激な イ ン フ レ ー シ ョ ン の進行の下では採算の維持が困難と な っ てゆ く 。
(満鉄会 [1986J , 221-5頁。 )




で，その取立をおこなうことになった(満鉄会[1986J , 202-3頁) 。




2. 委託満洲国々有鉄道等の営業収支は， 満鉄固有の営業収支と 区分せざ る こ と と し ， 満鉄 自体の
計算に於て之を行う。
3. 満鉄は満洲国政府に対 し毎年報償金一， 五00万圃を納付す。










済新報』昭和十五年二月二十四日， 62頁) と い う こ と に な っ たのであ る 。
第四期の営業収支の推移においてまず重要なことは，償却/収入比率が社線国線一元化以前
と以降で全く違っていることである(表 4 -1)0 39 年度に7.3% であ っ た も のが40 年度に は わ




表 4 - 5を見ると，収入は 38年度の 421百万圃から 42年度の 864百万圃へと倍増しているが，収
支/収入比率は 65 . 8%から 77 . 5%へと悪化している Oこれに先程の減価償却部分を勘案すると，
満鉄の収益力は深刻な低下を示していたことがわかる O
この収益力低下は満鉄社員の待遇にも影響したようであり，総会想定問答 (41年度)には，
「三九(問)満鉄社員ノ給与ガ悪イトノ風評アルカ如何 J I( 答) 最近物価 ノ 著 シ キ 高騰ニ依 リ
社員ノ生活力窮屈卜ナツテ参リマシタコトハ事実テアリマスカ之ニ対シテハ種々研究ノ上逐次
改善シツツアリマス」という問答がある O








6. 5 小 括
最後に第四期の満鉄の資金調達と資金投入を概観しておこう。調達の側では社債金が 1， 1 3




3-3) 。 重要な変化は調達総額の変化であ る O 第三期の二年間の調達は162百万園， 190百万














資金受入を通じて満鉄の「満洲固化」が始まった。この国幣資金の受入は， 41年7 月 に発動さ
れた関東軍特別演習以降，満洲国に巨額の日本国軍資金が供給されたことと関係があるOこの
軍資金供給によって満洲中銀は日本国過剰に苦しみ始め，もはや満鉄の調達する日本圃資金を




第四期の最終時点の 43年 2月 28日，満鉄のシンボル列車特急「あじあ」の運転が停止し(満鉄
会[1 986J ， 624頁)， 3 月23 日 に は満鉄本部機構の改革 と新京移転が決定さ れた。
7 満 洲 国 化 (第五期 1943年 4 月 1 日 "-' 1 945年 8 月 1 5 日 )
7. 1 最後の機構改革
「会社は昭和 18年 5月 1日決戦下満洲国の対日寄与増強，北遺鎮護の重大性に対処，併せて
支那事変以来急激に加重せる会社業務の処理機構簡捷化狙ふ目途の下に会社創立並鉄道総局創








































7. 2. 1 社債








45 年度は社債の増加が258 百万園 (表3 -3) ， 発行額が300百万園でそ の う ち 日本 シ団が220
百万圃，満洲中銀が80百万圃と満洲中銀の比重が下がっている(表 5 -2) 。 こ れ は 「そ の他
(負債側)Jの増317百万国と関係があろう(表 3 -3) 。 こ の増加の主た る も の は他店貸借313








の調達は80百万圃 + 313百万園= 393百万園程度ということになり，日本シ団からの社債調達額





日本シ団の引受は43年度が230百万園， 44年度が250百万固と頭打ちにな っ てお り (表5 -1) ,
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日本社債市場の事業債総残高に占める満鉄社債の割合は42年"-'44年で18 . 8 %， 17.5% , 14.9%
と下落している(表 5 -3) 。 ま た満洲国内にお いて も満鉄国幣建社債の発行額290百万園は，
満業の43年 4月 "-'45年 3月の国幣建社債発行額発行高795百万国の半分以下にとどまっている




7. 2. 2 増資
社債に続く資金調達源はこの期も株金である。株金徴収は 43 "-' 44年度で 314百万園であり，
社債に対する比率はかなり上昇している。このうち日本政府による払込が 194百万圃と多いが





具体的には45年 1月 20日の臨時株主総会で20 . 000千株 1， 000百万圃の募集決議を経て日本政
府に 10， 000千株500百万圃，満洲国政府に3， 500千株1 75百万園，一般公募6， 500千株325百万圃の
割当が行われた。第一回払込は満洲国政府が 7月 1日に43 . 75百万圃，日本政府が 7月 30日に
125 百万園をそれぞれ行っ た。 一般公募は6 月1 日現在の株主に た い し て旧株4株に1株の割合
で割当て，残りが社員割当と一般公募に振り向けられた。これらの第一回払込金は81. 25百万
国であり，日本興銀と満洲興銀で受け付けられた。日本興銀は終戦までに 70， 1 70， 689固受け付
けた。満州、|興銀分は不明である(満鉄会 [1986J ， 551頁)。表 3 - 2 の45年度の株金徴収 は250
百万圃となっているが，これは第一回払込予定額であって，実際の払込済額はそれよりも少な
いはずであるOこの増資に関する増資報告総会は9月 20日開催予定であったが終戦の為に開催


















7.2. 3 そ の他の調達項目
社債・株金以外に 43-- 44年度では未払金+仮受金が 1 77百万圃， rそ の他 (負債側) J が169百






結果と考えられる(表 2 -2)045 年度では 「そ の他 (負債側) J が急増 し て い る が， こ れ は先
に述べた借入金の急増によるものである。尚， 45 年度の 「その他資本」 が82百万圃の減少と な っ
ているのは， r停戦時」 の貸借対照表が決算を経て作 られた も ので はな く ， 当期利益が計上 さ
れていないためである。(表 3 -3)
7. 3 資金投入
7. 3. 1 国線関係





これを予算の方から見てみよう。表 16によると， r新線及複線建造費」 の 「安奉線」 の欄が4
3年度64 百万園， 44 年度56 百万圃 と大 き く な っ て い る 。 「新線及複線建造費」 の 「安奉線以外」
の欄の金額の総投資額に対する比率は 42年度には 30%であったものの， 43 年度以降は19% ，










7. 3. 2 杜内事業費
43""4 年度の事業費の内訳は鉄道が295 百万圃 と大 き いが (表1- 3) ， こ れ は4 年9 月1 日
に安奉線の複線化工事が完了していること関係があろう(満鉄会[1 986J ，1 72 頁) 。 予算で は
120 百万園が43 ，..，4 年度で安奉線に投入さ れ る こ と に な っ て い る (表16) 。 鉄道が大 き く な っ た
ために鉱工業の比重は下がっている。鉱工業の内容は分からないが，予算の方で見れば(表 16)
採炭施設と東製油工場施設が大宗を占めており，石炭液化工場の分離を除けば，第四期と大き
な差はな ~ )o有価証券投資は 83百万国と少ないが(表 3 -3) ， 部門別に見 る と ， 運輸倉庫関
係が76百万圃と依然多いものの，鉱工業が60百万圃と相当に伸びている(表12-3) 。 前者 は
主として国際運輸・大連都市交通・満洲不動産・日満商事といった銘柄に対する投資であるO
特に国際運輸に対する投資が33百万固と多いが(表13)，これは農産物蒐荷が満洲国の主要な
課題となり，その為の農産物小運送を担当させるべく， 44年度に満洲国政府 も 出資 し て100百
万園の増資が行われたためである(満鉄会口986J ， 528頁)。鉱工業は主として44年 4月の(株)
富錦鉱業所の設立と既述の43年11月設立の満洲人造石油(株)に対する出資である。尚，表12 ­
3 の第五期の株式投資の合計が表3-3 の有価証券投資 と一致 し な いの は， 満鉄会 [1986J に
掲載されている最終段階の満鉄有価証券保有リストが評価額ではなく払込額で表示されている
ためである。
7. 3. 3 終戦直前の資金投入
45 年3 月 ，..，8 月 の投入で は満洲国鉄道借款の伸びが642 百万国 と大 き いが， こ れ は仮払金等
の減少 396百万固と対応し，終戦処理の過程で仮払金・未収金かなりの部分を一気に振替えた
ためではなし、かと推定される。これらを差引すると国線向けの投入は最大で 246百万国となる。
事業費の増加 125百万国も主として鉄道に振り向けられている o Iそ の他 (資産側) J の急増 は




(表 3 -3 ， 表11 - 3 ， 表2 -2)
7. 4 営業収支
最後に営業情況を見ておこう。 43年 4月 1日より旅客運賃が一等 6 銭 5厘，二等 4 銭 5厘，




の二点である(東北物資調節委員会研究組 [1948bJ ，1 89-202頁， 蘇 [199 1 J .519頁) 。 尚， こ の
運賃引上げの詳細は本稿の附録を参照されたい。
43年度 と44年度の営業収支は支出/収入比率で見る と前期 と大 き な変化はな し 、 。 こ れ は鉄道
単独でも同様である。しかし45年度の予算は鉄道の支出/収入比率が突然92 . 0%と悪化し，全
体では赤字予算となっている(表 4 - 1， 2) 。 こ の経費率増大の主要因は 「物価労銀値上」
と「給与改正見込」である(南満洲鉄道経理局予算課口944J )。尚，この予算は45年 1月の運
賃引上実施以前に作成されており，この値上げを勘案すると鉄道の支出/収入比率は 78 . 2 %に






いた。(満鉄会[1986J , 186-206頁， 高橋 口986J ， 794-6頁。)
満鉄の輸送能力の不足は農産物の出荷に大きなダメージを与えた。たとえば満洲国内で出荷
量一二を争う隻城県では44年の収穫期に，農民が11月迄に供出割当量23万トンを交易場に出荷















金依存を開始することで， I満洲国化」 し は じ め た。 も ち ろ ん ， 日 本か ら の資金の導入が全 く






蝕まれ， 45 年度に一度は赤字予算を組む と こ ろ に ま で追込ま れた。 こ の よ う な情勢の下， 満鉄
は満洲国の終嵩を迎える O
ソ連軍は 8 月 9日ソ満国境を突破し， 19 日 に は新京に進駐， 短期間に全満の鉄道を掌握 した。
また日本においては， 9 月 30 日付進駐軍司令部覚書に従 っ て 「外地銀行 ・ 外国銀行及び特別戦
時機関の閉鎖に関する件 J (1 0月 26 日 ， 大蔵 ・ 外務 ・ 内務 ・ 司法省令第 1 号) が交付 さ れ， こ
れによって満鉄は 9 月 30日付で解散となった。
8 お わ り に






































8. 2 満洲国期にお け る満鉄の活動の特徴
満洲国期の満鉄の活動の特徴はまず第一に，満洲国有鉄道の新線建設・複線化の為の巨額
の投資にあった。図 1は満洲国の鉄道図である。細 l \実線は 1931年までに建設されていた部分，
太い実線はその後に建設された部分である。破線は終戦当時に工事中のものを示す。太い実線
の長さは営業開始済のもので 6， 354 .2キロメートルであり，これは国線受託時点の 2， 939 . 1キ
ロメートルとソ連から買収した北満鉄道1. 72 1.4 キ ロ メ ー ト ル， そ れに社線1 ，49.1 キ ロ メ ー ト





























満鉄の1945年 1月の運賃改定については，東北物資調節委員会研究組 [1948bJ (189 -202頁)
に簡単な記述があり，蘇 [199 1 J (519頁) が こ れを引用 し て い る のが管見の限 り で唯一の言及
であり，不明の部分が多かった。本稿作成のための調査によって下記資料にこの改定に関する
記述のあることがわかり，概容が明らかとなった。
1.南満洲鉄道経理局予算課[1944J r鉄道等運賃改正関係」 昭和 19年 9 月 28 日 - 11月 14
日(早稲田大学社会科学研究所所蔵『山崎文書」重役会議提出資料)。
2. 日本銀行新京駐在参事[1945J r満鉄ノ 運賃引上ニ関 ス ル件 (昭和20年 2 月 9 日 ) J
(日本銀行所蔵金融関係資料「新京駐在参事報告』所収)。
3. 日本銀行新京駐在参事 [1945bJ r満洲国に於け る本年度購買力吸収方策 (昭和20年 1















巻煙草 (5 割) 300百万圃
主要糧穀 (3 割) 103百万国
繊維品 (5 割) 140百万圃
塩・マッチ (10割) 150百万圃
阿片 (10割) 140百万国






















上記山崎文書資料は44年 9月 "'11月という値上案策定途中に作成されており， I満鉄案」
と「軍案」が併記されているO満鉄案によれば旅客運賃について，現行キロ当り一等 7銭，二






L 、 。 こ の間に も う 一度引上げ ら れた のか も し れな い。
軍案には細かい引上げの内容が付記されていないが，増収予想を満鉄案と較べるといくつか
の特徴がある o 45年度の増収は， 軍案で は鉄道548.5百万国， 自動車17.0百万圃， 江運1.7百万
風港湾6 .2百万国，合計573.4百万固となるOこれに対して満鉄案では鉄道342 .6百万圃，自動









































が図られ，旅客運賃端数は10固までは50銭単位に， 10園以上は1 園単位に切上げ， 最低料金を










表 1 南満洲鉄道株式会社 満洲国期以前の資金調達 ・ 運用実績 単位百万園
資産 o7 年~ 15 年 15 年~ 20 年 20 年~31 年
事業費 147 122 373
有価証券 l 6 86
貸金等 6 14 57
未収金等 5 29 50
その他(資産側) 17 52 7
メ仁1』 言十 178 223 559
負債資本 o7 年~ 15 年 15 年~ 20 年 20 年~31 年
日本政府株金徴収 。 。 117
一般株金徴収 22 56 90
その他資本 22 50 149
国内社債金 。 80 178
外国社債金 117 。 78
未払金十仮受金 13 33 19
その他(負債側) 3 5 85
l仁1k 計 178 223 559
満鉄社内事業投資内訳 o7 年~ 15 年 15 年~ 20 年 20 年~31 年
鉄道 76 38 132
工場 6 3 3
船舶 5 -3 -2
港湾 13 12 53
鉱山 15 27 30
製油工場 。 。 9
製鉄所 。 30 2
肥料工場 。 。 。
電気 5 2 -8
瓦斯 1 2
旅館 2 。 2
地方施設 12 11 150
雑施設 13 13 18
メ仁h1、 計 148 134 373
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1,595 1,705 1,868 2,157 2,371
24 24 24 24 24
1,619 1,729 1,891 2,181 2,395
5,247 5,666 6,129 6,824 7,688
負債資本 29/330/331/332/333/334/335/336/337/338/339/340/341/342/343/344/345/3 停戦時
株金 4・4・Hハo 40 4・ 4・ハo 4・斗40 斗4吐Anハo 80ハU IlハX IハUハo 80υ nυ uハX IIハUハo 80 80 80υ -サA ハ00 1.40ハHハU ー サ40 1斗a・ 八日UUハ ー 400υ 1. 6ハVυ50
法定積立金 20 2 25 26 26 29 37 39 42 4 48 52 56 65 69 73 78 83
特別積立金 140 1υ<;0“2 1ρo 崎川4 148 14・8 18ハ80 183ぺ 1 9ハU ー ハ~ウ i η"ハU斗S・ 21 2ハソ η白26 ハソ24且16ρη~ tJρU ー ηοm 2“86ハつ υハU ー 316
配当平均準備金積立金 20 20 20 20 20 20 20 20
納税積立金 1
社債金 2内78ηL 円I ウー nμ297υ 内べ 1 6ρυ ηべ90υ ~門I Iハ8 5υnベ8 6ρu υ<;の臼 ノ門 I勾I ηI 円7 98 9υ52 U6ハウIー 4ハU斗4 1. 6ηi υ「円 l ハ9 11 2.16ρη7 2白F パ5バ5 2 2 ，810 ハU
預り金 60 63 49 47 5 75 84 90 84 84 8 74 79 82 83
他店貸借 3 。 3 。 。 28 58 371
証券貸借 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。
保証金 4 4 4 4 6 。 。 。 。
支払手形 2 2 34 68 23 16 16 60 15 73 48 68 18 13 12 12 13 13
為替勘定 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。
社員貯金 8 8 8 8 10 1 13 15 18 27 31 39 45 54 70 13 123
社員身元保証金 3 37 42 42 45 48 51 57 64 65 76 91 105 17 136 157 186 185
共済勘定 5 4 4 6 7 1 12 12 13 15 12
未払金 25 59 64 13 20 2 31 27 38 36 43 83 94 9 107 157 26 250
未償還満期社債金 16 。 。 。 。 。
仮受金 4 18 29 14 14 23 31 41 38 3 40 53 98 10
前年度繰越金 10 1 7 9 13 16 17 18 27 34 34 35 35 35 36
本年度利益金 43 46 2 20 61 43 46 50 50 74 73 78 7 72 85 93 14
合計 1.0ハサ45 1 ，08 円7 1,116ハ1.1υ5 1.2η246 ハー hυ61υη3 1,811 1 ，983υ 2.1ハ09 η2 ，2 崎川4 υη‘nμ 2,447 2 門IのIl ー 3 ，62μJハ8 3υj ,ハU可υnぺ8 4坤1 ，2“3ぺ門7 4,ρ644 υ<;0“，ハ同υnリj tJρ ハu tJρ 。{，
受託勘定
満洲国有事業費受託額 1 ， 5 95 1,705 1,868 2,157 2,371
朝鮮総督府事業費借受額 24 24 24 24 24
合計 1 ， 6 1 9 1,729 1,891 2,181 2,395
総計 5，247 5,666 6,129 6,824 7,688
資料南t荷洲鉄道[1977J。但し、 4 1年3月の受託勘定は南満洲鉄道[1986J 昭和16年版86頁。ま 7こ、停戦時は満鉄会[1 9 73J ， 7 78 ­
9頁 (原資料は第 二ー 山崎 メ モ 〉 。
註1)停戦時については、「受託満洲国固有事業費を含まず、北鮮鉄道ならびに港湾施設を含む」という原註がある。
註 2)停戦時の社員預金は満鉄会 [ 1 9 73Jでは22 . 7 55百万1圏となっているが、それでは負債側の合計が1 00百万閣不足する。




第l期 第2期 第3期 第4期 第5期
資産 29年度30明度31年度32年度33年度34年度35年度361'何度37年度38年度39年度40年度41年度42年度43年度44年度45年度
払込未済株金 。 。 ハv -f,“nノUロ LのtJρUハ υηべ t)ρJη6 -3つhυρU 巨<; gυ6 -2“円，円U 斗せA晶 ハU 斗せ48ハo -1ハvv円噌 ιL vηべU円 1 3ηo -18 斗4ゐ
事業費 44 26 17 ー o -20 40 25 31 19 39 44 95 72 104 92 353 125
商品 1 5 5 3 1 ーO 一2 。 15 2 l 5 5
貯蔵品 -2 。 3 4 21 8 36 6 ーO 5 12 16 60 20
有価証券 37 ー6 l 45 27 40 1 -49 5 57 44 36 38 34 49 64
現金 。 ーO 一O 。 。 ーO 。 -0 -0 。 。 一O -0 -0 。 o 114
預け金 -35 -6 。 45 -31 -11 6 5 44 -34 2 -42 50 -17 -27 12 145
貸金 3 ー O 1 89 -1 59 125 122 161 137 140 151 290 113 193 263 714
他店貸借 。 -0 。 ーO 。 -0 。 。 -0 。 2 。 -1 。 。
証券貸借 -0 2 -2 ーO -6 4 3 4 3 3 -20
保証金 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。
受取手形 -3 24 -24 。 ー O -6 -0 。 -0 。 。 。 。
為替勘定 -0 -0 。 ーO -0 。 2 -2 ー 1 。 。
未収金 -5 11 2 -25 10 42 14 22 22 25 48 13 30 14 -20 ー 64
仮払金 4 5 7 36 107 72 2 -18 -17 43 97 52 -63 144 218 108 -332
社債差額 -1 ー4 7 。 。 。 。 3 3 2 ー7 。 。
未決算勘定 ーO
合計 42 28 39 nヨ 噌1 .)ηbρ i々 唱1 98唱 1 η72 1“のノtJハ 1 34 内20斗4 33η4 84η7 310ハ“nノ円99叶υ 406ρ0ρ50 ヴI t)ρ口同υ
受託勘定
受託満洲国固有事業費 110 163 289 214
借受朝鮮総督府事業費 。 。 。 。
合計 110 163 289 214
総 計 419 462 696 864
第1期 第2期 第3期 第4期 第5期
負債資本 29 年度30 年度31 年度32 年度33 年度34 年度35 年度36 年度37 年度38 年度39 年度40 年度41 年度42 年度43 年度44 年度45 年度
株金 。 。 。 o 360 。 。 。 。 。 o 600 。 。 。 o 250
法定積立金 2 2 l 。 3 8 2 2 3 4 4 4 10 4 4 5 6
特別積立金 12 12 -16 。 32 3 7 7 7 7 15 20 15 10 15 15 15
配当平均準備金積立金 20 。 。 。 。 。 。 。
納税積立金 1
社債金 -1 19 19 73 -12 160 115 125 21 154 215 237 271 236 256 385 258
預り金 60 2 -13 ー 2 8 20 9 6 -6 。 4 -13 4 3
他店貸借 。 2 。 。 ー2 。 1 2 -3 。 7 20 30 313
証券貸借 1 。 。 -0 。 。 。 。 。 。 -0 。 -0 ーO 。
保証金 。 -0 -0 。 。 -5 -0 -0 -0 ーO ーO
支払手形 。 12 34 -45 -7 。 45 -46 58 -24 20 -50 -6 -0 -0 。
為替勘定 。 。 。 -0 。 ーO 。 。 。 。 -0 。 ーO 。 -0 。 。
社員貯金 -0 -0 -0 2 2 3 9 5 8 7 9 16 43 9
社員身元保証金 4 5 ーO 4 3 4 6 7 1 11 15 14 12 19 21 29 -1
共済勘定 。 -0 。 。 。 l 4 1 -0 2 3
未払金 35 4 -51 7 3 9 -4 1 -2 7 40 1 4 8 50 69 24
未償還満期社債金一 1 5 -0 。 -0 ーO 。 ーO 。 2 -0 。 。 -3 。 。
仮受金 2 -3 2 2 13 1 -15 。 8 9 10 -3 -4 6 14 45 2
前年度繰越金 1 o -11 6 2 2 3 4 。 9 7 l 。 。 。 。
本年度利益金 3 -24 41 -18 4 3 24 5 -5 13 8 21 -114
合計 42 28 39 ハ'j 唱1 36ハヴ7 ]ょ n日8 1円72 1“nノ 6 13門34 20 吐4 334 84 ウ uペn 寸1 0 2“99 406ρ tJハ 5ハU η76 口同d
受託勘定
満洲国国有事業費受託額 110 163 289 214
朝鮮総督府事業費借受客員 。 。 。 。
合計 110 163 289 214
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40 40 40 40 40 80 80 80 80 80 80 80 1,400 1,400 1,400 1,400 1,400 1,650
212 230 21 194 241 259 276 291 305 340 369 402 432 452 479 507 548 46
278 27 297 316 390 378 538 652 77 798 952 1,167 1,404 1,675 1,911 2,167 2,552 2,810
27 63 65 16 25 41 60 42 53 59 74 124 132 132 146 210 324 350
8 7 93 18 150 135 138 198 175 247 251 28 260 278 30 360 469 786
1,045 1,087 1,116 1,155 1,246 1,613 1,811 1,983 2,109 2,243 2,447 2,781 3,628 3,938 4,237 4,644 5,293 6,062
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満洲国鉄道借款は南満洲鉄道 [1976J , 2743-6頁， 同[1986J 各年版及び満鉄会 口986J , 566頁。
41年3月 の受託勘定は南満洲鉄道[1986J 昭和16年版， 86頁。
「その他投資」は高橋[1986]，表9 -4及び表9 - 32，満鉄会[1986]， 564頁。
註1) *印は各年の9月現在の数値。
2)**印は32年3月末時点に於ける満洲国成立以前の鉄道借款の残存。
3) Iそ の他投資」 と は ， 満洲国鉄道建設費であ り 将来， 満洲国鉄道借款に含め られる べ き も のであ る 。
尚， 42 年3 月以降森林鉄道投資額， 45 年3 月 以降自給農場投資額が加わ る 。
4) 貸付金等 と は， 表2-1 の貸金+他店貸借+証券貸借の合計額であ る 。
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29年度30 年度31 年度32 年度33 年度34 年度35 年度36 年度37 年度38 年度39 年度40 年度41 年度42 年度43 年度44 年度45 年度
o 0 0 25 100 36 36 36 56 20 40 120 100 130 130 184 250
18 -9 -27 47 18 16 16 14 35 30 32 30 21 27 28 41 -82
1 19 19 73 -12 160 115 125 21 154 215 237 271 236 256 385 258
36 2 -48 9 15 19 -19 11 6 16 49 8 -0 14 64 114 26
11 16 95 -38 -15 3 60 -23 72 4 37 -28 19 22 59110317
42 28 39 116 107 234 208 162 190 224 374 367 410 429 536 833 769
参考
その他投資 37 89 96 39 4 -63 43 98 32 -98 152 141 -71
貸金等+仮払金等 5 7 8 100 117 175 138 121 167 181 263 253 244 290 428 353
株金調達+社債金 19 19 98 88 196 151 161 77 174 255 357 371 366 386 569
資料表 3- 1 よ り 作成。
表3-3南満洲鉄道株式会社資金調達・運用実績 単位百万園
第 1期 第2期第 3期第 4期 第 5期
運用 30-31 32 33-35 36-37 38-42 43-44 45/3-8
事業費 42 -0 45 50 353 445 125
有価証券 ー7 1 112 -48 181 83 64
貸金等 。 89 187 278 841 461 694
(満洲国鉄道借款) 1 89 194 435 642
仮払金等 15 1 243 9 390 320 -396
その他(資産側) 17 15 ー37 63 39 61 282
合計 67 116 549 352 1,804 1,370 769
調達 30-31 32 33-35 36-37 38-40 43-44 45/3-8
株金徴収 。 25 172 92 410 314 250
その他資本 -36 47 51 48 139 69 -82
社債金 39 73 263 146 1,113 641 258
未払金十仮受金 -47 9 16 17 88 177 26
その他(負債側) 111 -38 48 49 53 169 317
合計 67 116 549 352 1,804 1,370 769
参考
その他投資 37 224 -59 227 70
貸金等十仮払金等 15 100 430 287 1,231 781
株金調達十社債金 39 98 435 238 1.523 955
資料表 3- 1 よ り 作成。
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表4-1 南満洲鉄道株式会社 営業収支 単位百万園
第l期第2期第3期第4期第5期予算
く全体> 291礎30年度311f遭32年度33t破341f衰35年度36年度37年度38年度391破40年度411f護42年度43年度44年度45年度
収入 24 1.0 18.1 187.1 245.9 248.0 270.7 302.2 29.0 35.0 387.4 40.9 79.2 937.71,106.31,296.41,567.0 1,558.1
支出 178 .4 157.5 164.4 174.1 185.6 201.0 25.6 23.5 263.1 286.4 30.9 698.3 828.3 958.21,140.01,385.51,741.3
損益 62 .6 30.6 2.7 71.9 62.4 69.6 76.5 65.6 92.0 101.0 10.0 10.9 109.4 148.1 156.4 181.5-183.2
償却及除却 17.1 8.9 10.1 10.6 19.5 23.2 26.9 15.4 18.1 28.2 32.1 24.2 37.2 63.2 63.5 67.7



















74.0 83.7 87.9 70.8 74.8 74.3 74.7 78.1 74.1 73.9 75.1 87.4 8.3 86.6 87.9 8.4 11.8
7.1 4.7 5.4 4.3 7.9 8.6 8.9 5.2 5.1 7.3 7.3 3.0 4.0 5.7 4.9 4.3
18.9 11.5 6.7 24.9 17.3 17.2 16.4 16.8 20.8 18.8 17.7 9.6 7.7 7.7 7.2 7.3 -11.8
表4-2 南満洲鉄道株式会社 鉄道営業収支 単位百万園
第l期第 2期第 3期第 4期第 5期予算
29 年度30 年度31 年度32 年度3 年度34 年度35 年度36 明支37 年度38 年度39 年度40 年度41 年度42 年度43 年度4 年度45 年度
12.1 95.3 85.5 103.8 19.7 126.5 134.7 13.5 151,1 192.7 29.8 610.0 723.4 863.91,022.31,242.5 1,197.0
39.8 34.3 31.5 3.4 38.1 43.3 4.7 48.2 54.0 82.9 10.4 45.8 547.4 67.7 792.6 94.31,101.6
82.3 61,1 54.0 70.4 81.6 83.2 90.0 85.3 97.1 109.8 19.4 164.1 176.0 196.3 29.6 298.2 95.5
7.4 2.5 5.8 5.4 5.8 9.9 5.9 5.7 7.4 12.7 13.5 19.2 25.4
74.9 58.6 48.2 65.1 75.8 73.2 84.0 79.6 89.7 97.1 105.9 14.9 150.6 196.3 29.6 298.2 95.5
32.6 35.9 36.8 32.2 31.8 34.3 3.2 36.1 35.7 43.0 48.0 73.1 75.7 7.3 7.5 76.0 92.0
6.1 2.6 6.8 5.2 4.9 7.9 4.4 4.3 4.9 6.6 5.9 3.1 3.5
61.3 61.4 56.4 62.6 63.3 57.9 62.4 59.6 59.4 50.4 46.1 23.8 20.8 2.7 2.5 24.0 8.0
表4-3 南満洲鉄道株式会社 鉱山営業収支 単位百万圃
第1期第 2期第 3期第 4期第 5期予算
29 年度30 年度31 年度32 年度3 年度34 年度35 年度36 年度37 年度38 年度39 年度40 年度41 年度42 年度43 年度4 年度45 年度
84.4 62.4 52.7 5.1 71.0 85.5 92.6 87.9 91.2 105.8 91.4 81.6 94.3 11.6 18.3 130.0 147.3
68.5 57.8 52.7 54.9 65.9 75.0 79.8 75.7 80.7 89.2 80.1 68.2 80.3 97.2 13.2 14.1 167.8
15.8 4.6 0.0 0.1 5.1 10.5 12.7 12 目3 10.5 16.6 11.3 13.5 14.0 14ι5 .1 -14.1 -20.6
3.6 2.8 0.0 0.0 0.1 0.1 0.0 0.0
12.3 1.8 0.0 0.1 5.0 10.4 12.7 12.3 10.5 16.6 11.3 13.5 14.0 14.4 5.1 -14.1 -20.6
81.2 92.6 10.0 9.7 92.8 87.7 86.3 86.1 8.5 84.3 87.7 83.5 85.1 87.1 95.7 10.9 14.0
4.2 4.5 0.0 0.0 0.1 0.2 0.0 0.0













































資料:表4 - 1 ~4は，南満洲鉄道 [1977J 045年度予算は南満洲鉄道経理局 「昭和20年度営業収支予算総括表」。
註1)鉄道・鉱業に関しては42年度以降，支出に減価償却が含まれている。







179.9 204.9 255.3 274.6 317.9 421.4 562.2 610.0 723.4 863.91,022.3 1,242.5 1,197.0
98.3 120.2 150.9 173.8 199.2 277.2 400.2 445.8 547.4 667.7 792.6 944.31.101.6
81.6 84.6 104.4 100.8 118.7 144.2 162.0 164.1 176.0 196.3 229.6 298.2 95.5
54.6 58.7 59.1 63.3 62.7 65.8 71.2 73.1 75.7 77.3 77.5 76.0 92.0
資料:表 4 -2及び表 1 0 -2より作成。
註: 40 年度以降は社線国線経理一元化によ っ てく鉄道>と一致。
表4-6 南満洲鉄道株式会社 調達投入利率 単位%
第1期第 2期第 3期第 4期第 5期
29 年度30 年度31 年度32 年度33 年度34 年度35 年度36 年度37 年度38 年度39 年度40 年度41 年度42 年度43 年度44 年度
運用利率 2 . 9 2.1 1.9 14.6 3.2 3.6 3.8 3.1 3.0 3.4 3.6 1.0 0.9 1.0 1.0 1.3
調達利率 6 . 1 6.7 6.5 6.4 5.3 6.1 6.0 5.1 5.0 4.9 5.1 5.0 5.0 4.9 4.9 4.9
政府関係配当率 5 . 3 4.3 2.0 4.3 5.0 4.0 4.0 4.0 4.3 4.7 4.9 5.1 4.8 5.0 4.9 5.1
一般株配当率 1. 0 8.0 6.0 8.2 9.7 8.6 8.5 8.4 8.4 8.0 8.0 8.5 8.4 8.4 8.4 8.3
資料:表 4-4，表 3 -1および南満洲鉄道[1 977J各年度版より作成。
註1)運用利率は，利子収入/ (貸金等+有価証券+仮払金等の年度末残高)。
2) 調達利率は ， 利子支出/ (社債金+ Iそ の他 (負債側) J の年度末残高) 。
3) 政府関係配当率は ， (日本政府配当+満洲国政府配当)/(日本政府持株+一般募集株(満洲国政府引受)の年度末残高〕。
4) 一般株配当率は， 民間配当金/一般募集株の年度末残高。










































































表5-2 南満洲鉄道株式会社 社債引受先推移 単位百万園
第1期 第2期 第3期 第4期 第5期
30-31 32 33-35 36-37 38-42 43-44 45/3-8
日本シ団 50 80 365 265 1,195 480 220
簡易保険局 45 16 90 。 。
満中銀 290 80
証券会社 10 。 。 。 。
合計 50 80 420 281 1,285 770 300
預金部所有増減 5 -4 14 122 -0
資料表 5-1より作成。
表5-3 南満洲鉄道社債の 日本社債市場における シ ェ ア 単位百万国・%
第1期第 2期第 3期第 4期第 5期
28 年末29 年末30 年末31 年末32 年末3 年末34 年末35 年末36 年末37 年末38 年末39 年末40 年末41 年末42 年末43 年末4 年末45 年末
28 27 297 316 380 348 478 62 77 798 912 1,119 1,357 1,628 1,865 2,167 2,552 2,810
28 27 297 316 380 348 478 62 77 798 912 1,119 1,357 1,628 1,865 2,087 2,262 2,440
80 290 370
事業債総残高 b 2,623 2,823 2,939 3,067 3,045 2,989 3,198 3,369 3,479 3,461 3,943 5,010 6,110 7,953 9,93011,94715,13710,726
満鉄の比率 a/b (%) 8.7 9.8 10.1 10.3 12.5 11.6 14.9 18.5 2.3 23.1 23.1 2.3 2.2 20.5 18.8 17.5 14.9 2.8
































































資料南満洲鉄道 [1 977J 。
o 0 360 0 0 0 0 0 0 0 600 0 0 0 0
表6-2 南満洲鉄道株式会社 毎期株金払込 単位百万国
第1期 第2期第3期第4期第5期
30-31 32 33-35 36-37 38-42 43-44
払込総額 。 25 172 92 410 314
日本政府持株 。 。 39 20 230 194
(財産出資) 。 。 。 。 。 。
(号|受株式) 。 。 39 20 230 194
一般募集株(満洲国政府引受) 30 20
一般募集株(民間) 。 25 133 72 150 100
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表8 南満洲鉄道株式会社 貸金明細 単位百万国
30/9 32/3 32/9 お/2/9 33/9 34/9 35/9 36/9 38/9 39/9 40/3 41/3 42/3 43/3
鉄道
吉長鉄道借款 5.7 5.5 5.5 9.7 9.7 9.7 9 、7 9.7 9.7 9.7 9.7 9.7 9.7 9.7
四挑鉄道短期借款(六次〉 32.0 32.0 32.0 52.4 52.4 52.4 52.4 52.4 52.4 52.4 52.4 52.4 52.4 52.4
吉長鉄道利益担保借款 1.0 1.0 1.0
同上別口 0.4 0.4 0.4
吉長鉄路局借款 0.9 0.9 0.9
吉敦鉄路局借款 9.2 9.1 9.2 31.8 31.8 31.8 31.8 31.8 31.8 31.8 31.8 31.8 31.8 31.8
挑昂鉄路局借款 1.3 1.9 1.9 32.2 32.2 32.2 32.2 32.2 32.2 32.2 32.2 322 32.2 32.2
港海鉄路保安維持会 1.0 3.1 3.1 3.1 3.1 3.1 3.1 3.1 3.1 3.1 3.1 3.1
同上 2.0
呼海鉄路 1.5 1.5 1.5 1.5 1.5 1.5 1.5 1.5 1.5 1.5 1.5
吉海鉄路 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1
斉克鉄路 0.6 0.6 0.6 0.6 0.6 0.6 0.6 0.6 0.6 0.6 0.6
挑索鉄路 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 。 l 。 l 。]
奉山鉄路(打通線及附属港湾を含む) 2.0 2.0 2.0 2.0 2.0 2.0 2.0 2.0 2.0 2.0 2.0
満洲国鉄道借款 (、 48ハυE、)、， ，、，、〆υ50ハ 9、ノ、) (υ53内，"ハ υ) 13υnィ ヴI ーリハィυQ 円7 1υ3内《 η7 1υ33 門( ー υnィ3 門7 1υハィリnィ ウi ー υっυη‘7 13ハ《巧』 〆 1 3η4 リハィ円 Iー υ3 円( ー リ内ィ υQ ワi
同天図鉄道借款 6.4 6.4
同敦化図柄江外二鉄道借款 56.8 円I ハHυ Aソ“ 108.8 108ハ8 . 8 10υ 8.8 1ハ08 . 8 108ハ8 .8 108.8 1川ハ08 .8
同図伺佳木斯外五鉄道借款 40ハυ 4η20ηL ρ6 2リ“'η79.3内ぺ υηぺυ内ぺ O“2.4 3υ、， ηI bυF ハ9 3喝75 ハuυI 3もワi υ「同ハ斗υ
同承徳、古北口鉄道借款 19.2 19.2 19.2 19.2
同注清東寧外五鉄道借款 27.4 146.0 146.0
同安東通化外五鉄道借款 17.3 58.8 58.8
同牡緩外六鉄道複線借款 11.7 11.7
同梨樹鎖鶏西外三鉄道借款 20.4
同既設線改良施借款 同υ50ハ吋u ー れUρ8.6 ρ2 ノη6 υ5.0 296 ハ~ のυぺ bρυιA白，苛 48れ6 υ内ペ υ<;円 79 . 8
同鉄道諸口借款 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2
満洲国鉄道借款合計 50.9 5ηυ1a吋υ 13べ今u、門/ー 斗4企0.0 19叶~bρ ハ吋υ 。20υUη喝aυ 3υ3叫 ηI bυ613ぺ内/門 I 守A ヴ7 . 0υ 89υ 1.1 1. 0υ4・ ワ/.bρ 1.3 せ40.41ヲA υ54 つυ
本渓湖煤鉄有限 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1
鉱業 9.3 9.6 9.6 9.6 12 0.8 0.5 1.3 0.4 0.4 2.5
運輸 1.6 1.7 1.7 1.7
農業 2.5 2.9 3.2 3.9 7.6 6.1 2.6 4.8 1.5 1.4 1.6 1.6 0.2
専用線 0.2 0.1 0.1 0.1 。 。 。 0.1 0.1 。 。
輸入組合 3.0 3.2 3.1 3.4 3.4 3.4 3.4 3.4 3.4 3.4
旅館 0.5 0.5 0.4 0.3 0.2 0.2 。 。 。 。 。
雑 1.9 1.0 1.0 1.5 1.9 2.1 2.6 2.3 6.1 6.0 1.5 1.4 2.3
貸金総計 69.2 70.0 73内4っ白 1ょυQυQ η7 16ρo 白n nソ“21.4 2ゐ 唱I hρ6 . 5 υQ砧守A且υQ ハUυ 6η“25.6 れυ6 758.4 9ハ02ソ白 斗4 1 ，0υυc円υQ 0ソ臼 1， 34υ内〈斗8企 1. 4 5υ6.8




























資料:南満洲鉄道口976J ， 2 ，747頁。
表10-1 満洲国固有鉄道 事業費累計額 単位百万園
35/3 36/3 37/3 38/3 39/3 40/3 41/3 42/3 43/3
鉄道 364 625 870 972 1,157 1,415 1.630 1,797
港湾 12 1 5 17 23 26 26 26
水運 8 8 9 10 12 13 13 13
自動車 1 2 3 13 24 34 36 31
雑施設 15 98 123 100 93 107
合計 399 735 1,012 1,112 1,309 1,595 1,705 1,868
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表10-2 満洲国固有鉄道 営業収支 単位百万園
第 2 期 第 3 期 第 4 期
33年度 34年度 35年度 36年度 37年度 38年度 39年度 40年度
総収支 0.0 1.5 14.4 15.5 21.6 34.4 42.6
収 入 60.2 78.3 120.6 141.1 166.8 228.6 332.4
鉄 道 54.0 72.0 110.2 130.0 154.9 212.4 298.4
港 湾 0.0 0.1 0.2 0.4
水 運 1.3 1.6 1.5 2.3 1.9 2.5 7.8 6.1
自動車 0.6 1.3 1.6 1.9 3.5 7.5 12.4 20.0
附属業務 0.2 0.3 2.2 4.8 5.5 4.9 13.1
手IJ ，息 0.2 0.2 1.8 0.2 0.3 0.2 0.3
雑 3.9 2.9 3.4 2.0 0.6 1.1
33年度 34年度 35年度 36年度 37年度 38年度 39年度
支 出 60.2 76.9 106.2 125.6 145.3 194.3 289.8
鉄 道 50.4 55.8 89.4 107.6 126.2 169.1 250.2 169.1
港 湾 0.0 0.1 0.1 0.5
7l< 運 1.6 1.2 1.4 1.4 1.6 8.6 8.2 9.2
自動車 1.4 1.9 2.6 3.0 4.2 8.6 16.7 24.1
附属業務 0.6 1.6 5.1 8.0 8.5 4.2 11.7
利 ，息 5.7 15.4 5.4 4.7 3.1 1.8 2.5
雑 0.6 0.9 2.2 0.9 1.5 2.0
(満鉄借款利息) 12.7
支出/収入比率 33 年度 34 年度 35 年度 36 年度 37 年度 38 年度 39 年度
鉄 道 93.2 77.5 81.2 82.8 81.5 79.6 83.9
1口L 計 100.0 98.1 88.0 89.0 87.1 85.0 87.2
資料満鉄日 986J 各年版よ り 作成。
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表11-1 南満洲鉄道株式会社 社内事業費内訳 単位百万園
29/330/331/332/333/334/335/336/337/338/339/340/341/342/343/344/345/345/8
鉄道(旅館を含む) n“Jυ50 2“62 の~ 円1ハu ハソ臼 7円7 279 2ソ“η79 295 3υ10 325υ5 32γnυペのJη1 ηI斗，‘ハ01 崎宅A‘ 砧吐44噌宅a‘ ζhυ58什~ I:ρυ2。ソ8 6ρ84守τa‘ 《吋υn“，υ31ハuの“y吟4‘
港湾 69 78 83 85 8 90 97 10 101 10υ ハ 12 リ&“2 18内R 1の“yυ5 1ηu喝白nソ lυQ門7 14性τAnυ l斗唯4ソ“2 1υ巳内" nリρ“,
鉱工業 13η九のJ ー可48 1υF町4 句1υ~Aτ4 146ρ6 17 12白9 1υ30ハー 吐40 156ハー 86ρ ソゐ207 ハソbυE門7 31ηU ‘ dηbハ 7 39η1υ 504 5斗4‘4・
炭破 ‘1ハU月7 1噌I “nソ11口の 11杓ρ6 10υハ9 109υ 18 12“ιハo 1η“29 13‘巧7 1“吐τA 口8 1バ》戸btlのK よ唱1 88 2“ノ。“9Q叫υ n“250
製油工場 8 1 1 10 13 23 28 31 32 32
第二製油工場 18 30 60
石炭液化工場 12 14 15 15 16
製鉄工場 21 27 28 29 29
肥料工場
地方 16ρ67 17υ3 176ρ1M ~O ~6 ~9 19吋93ペ193 1ハ90υ
その他 53 5 58 59 6 6 68 69 73 74 217 209 204 72 73 7 82 59
合計 bρη72白，円71 6 η14・n“2 7υ「町9 758 7υ38 ηI白7 口8 8凸拠ハuυ3 8υ~4‘ υRバ53‘I 892 936ρ 1.0υ 30 1.1 0υ2 1 ，2リAハ06 1. 2 9吋8 1.6ρυ51 1. 7η79
資料満鉄会日 986J 565 頁及び南満洲鉄道日97J 各年度版よ り 作成。
表1 -2 南満洲鉄道株式会社 社内事業費増減内訳 単位百万園











29 年度30 年度31 年度32 年度3 年度34 年度35 年度36 年度37 年度38 年度39 年度40 明支41 年度42 年度43 年度4 年度45 年度
12 8 6
9
???ハHd?内Lハhu? ???唱Ei????????伊hu?? ?‘ ， ム「 町U??? ?? ???
3 2 3 9 6 6 8 5 2 10
‘1ム
??ηi??n司υつhu? ??ρO???唱 Bi? ??n<U? ?唱Ei??ηLn〆“噌』i?η0?唱I&ρhvρ0・Eム

















5 4 8 -4 6 3 4 0 -3 -190
2 3 。 。 o143 -8 -5 -133 5 -24
合計 ハむの4?????内同υ????η，a??A斗A必斗An同 u?n叶υ????? ?nノu???円ノω円Uヴt噌Bよ?円ノ“?d斗ゐ
資料:表11 - 1 よ り 作成。
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表11-3 南満洲鉄道株式会社 社内事業費増減内訳 単位百万園
第1期 第2期 第3期 第4期 第5期
年度 30-31 32 33-35 36-37 38-42 43-44 45/3-8
鉄道(旅館を含む) 15 32 12 305 295 101
港湾 3 13 10 27 10
鉱工業 -8 -16 25 212 136 41
炭破 4 7 1 17 113
製油工場 -0 明 1 3 19
第二製油工場 。 。 。 。 60
石炭液化工場 。 。 。 1
製鉄工場 。 29 。 8
肥料工場 。 。 -0 。 。
地方 12 -4 13 ー3 -190
その{也 7 3 5 ーO 9 ー 24
合計 42 -0 45 50 353 445 128
資料.表 11 - 1より作成。
表12-1 南満洲鉄道株式会社 有価証券投資評価額 単位百万国
29/3 30/3 31/3 32/3 33/3 34/3 35/3 36/3 37/3 38/9 39/9 40/3 41/3 42/3 43/3 45/3
公債
社債
株式 51 87 8 84 85 130 157 197 20 171 18 214 257 292 30 471
鉱工業 35 35 35 35 78 107 138 152 102 101 106 102 98 97 158
運輸倉庫関連 42 46 46 43 43 46 47 51 36 46 74 93 138 180 218 295
興業拓殖 13 2 12 14 16 14 15 19
総計 58 94 93 87 8 13 160 20 201 172 189 215 258 294 33 471
資料:南満洲鉄道[1 976J ， 2736 - 40頁，および満鉄会口 986J ， 534 -8頁。
註: 45/3 の数字は払込額であ り ， 評価額よ り も大 き く な っ てい る 。
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表12-2 南満洲鉄道株式会社 有価証券投資増減 単位百万国
第1期 第2期 第3期 第4期 第5期
2911=遭30年度31年度32年度33年度34年度35年度36年度37/3- 38/9- 39/9- 40 年度41 年度42 年度43·4 年度
38/9 39/9 40/3
公債 ー2 一2 ーO 。 ーO -0 一 2 -0 。 。 。 -0 。
社債 -0 -0 -0 -0 -0 -0 ー O 。 -0 。 。
株式 36 ー4 45 27 40 4 -30 17 26 43 35 38 141
鉱工業 27 -0 。 。 43 29 31 13 -49 ー4 -5 ーO 60
運輸倉庫関連 4 -4 3 4 -15 10 28 19 45 41 38 76
興業拓殖 。 。 。 -1 一3 10 -10 -2 4
総計 37 -6 45 27 40 ー 30 17 26 44 36 38 138
資料:表 1 2 - 1より作成。
註: 45/3 の数値が払込額であ る た め、43-44 年度の投資額は大 き め に表示 さ れてい る 。
表12-3 南満洲鉄道株式会社 有価証券投資増減 単位百万国
第I期 第2期 第3期 第4期 第5期
年度 30-31 32 33-35 36/3- 38/9 43-44
38/9 43/3
公債 -4 -0 。 -2
社債 -0 -0 -0
株式 ー3 112 ー 26 159 141
鉱工業 。 。 103 ー 36 ー 5 60
運輸倉庫関連 -3 8 -5 172 76
興業拓殖 。 。 15 -8 4
総計 -7 112 -28 161 138
資料表 12 -1より作成。
註 45/3 の数値が払込額であ る ため、43-44 の投資額は大 き めに表示さ れてい る 。
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表13 南満洲鉄道株式会社 所有株式主要銘柄増減 (評価額) 単位百万国
30/9- 32/3- 32/9- 33/9- 34/9- 35/9- 36/9- 38/9- 39/9
32/3 32/9 33/9 34/9 35/9 36/9 38/9 39/9 40/3 40 年度41 年度42 年度4 年3-度4
側昭和製鋼所(満洲製鉄(鮒) 25 20 12 ー 37
満洲炭破(械 8 ーO -8
満洲電業(械 9 20 ー2 -7 -10 -10
同和自動車工業(欄 ー1
南満洲電気附 -22
南満洲瓦斯(掬 ー2 。 。
日満倉庫(掬 6 -3 4 -2 -3
側興中公司 5 5 ー 1 0















大連都市交通側 4 3 3 11
側富錦鉱業所 30
国際運輸(掬 。 3 33
華北交通側 48 24 24 24




種別 36/9/30 38/9/30 39/9/30 40/3/31 41/3/31 42/3/31 43/3/31 45/3/30
1公 債 債 券 及 社 債 793 770 1,051 1,061 1,452 2 ,370 2,414
帝国五分利公債 17 17 17 17 17 17 17
同 四分利公債 4 4 4 4 4 4
支那事変国庫債券 1 11 14 15
同 貯蓄債券 299 299 397 356 354
報園債券 300 255 255
満洲国四分利公債 3 3 3 5 31 95
同 積蝕善後公債 196 196 196 196 196 196 196
四鄭鉄道公債 482 453 434 434 414 398 380
上海居留民団債 10 10 13 13
満洲拓殖公社債券 989 989
社団法人大連倶楽部債 3 3 3 3 3 3 3
極東動力側社債 94 94 94 94 94 94 94
2 株 式
運輸倉庫 28 ,173 33.251 56,866 79,841 119,216 151,141 181 ,060 236 ,203




大連都市交通(掬 4 ,400 4 ,400 5,000 5.000 10,000 12,500 15,000 26,250
国際運輸(槻 1,700 3.400 3.400 5,000 7,500 12,500 15,000 47 ,500
福昌華工側 1.800 1.800 1.800 1.800 1,800 1,800 1,800 1,800
日満倉庫(掬 5,750 9,500 7,250 7,250 3 ,875 3,875 3 ,875 3.875
華北交通(槻 24.000 48 ,000 72,000 96 ,000 120,000 120 ,000
青島埠頭側 800 800 800
営口水道(交通)側 1,321 660 660 660 660 660 660 660
満洲航空欄 33 404 51 51 51 1,276 2,195 2,500
満洲電信電話側 1,750 1,750 2.625
満洲車輔(欄 5,013
工業 130.829 99.012 101,492 98,819 87 ,664 78,138 83.660 98.520
大連船渠鉄工側 3.200 4 ,500 4 ,500 4 ,500 4 ,500 7,800 15,000
日本精蝋側 1,000 1.000 1.000 3.000 3,000 3,000 3 ,000 3.000
大連窯業側 120 120 720 720 720 720 720 1,620
撫順窯業(掬 323
満洲化学工業側 9 ,694 12,925 12,925 12,925 12,925 11,503 11,503 10,340
日満化学工業側 100
満洲医薬品製造(栂 2.000
南満洲瓦斯側 2 ,850 2.840 2.850 2,850 3,475 3,475 4 ,100 5,350
大連工業(掬 74 201 201 201 201 455 455 455
奉天工業側 1.150
撫順セメント側 2,500 2,500 2,500 2,000 2,000 2,625 2.938 2,938
東洋窯業工業(槻 30 255 255 405
満洲大亘工業側 400 673 429 429
満洲特殊製紙(掬 200 475 750 750 1,125 1,500
217-
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満洲曹達制 1.0ハu日U 1,500 2,000 2,000 2,750 3.500 4,000 5,125
(鮒昭和製鋼所(満洲製鉄側) 82,000 45,000 45,000 45,000 45,000 45,000 45.000 45.000
同和自動車工業側 870
満洲紡績欄 388 544 778 778 778
満洲石油側 2,500
満洲豆稗パルプ欄 500 500 500 500 500 500 1,500
満洲曹業(欄 250 500 500 750 .ムI ハuuハハリ 1,000 1.000 1,125
満洲電業側 29.372 26,972 26,972 19,628 9,837 1,500
満洲畜産工業側 750 1.125 495
満蒙毛織(械 125 125 125 158 158 290 325







南満洲硝子(欄 38 38 38




日満商事(械 3,600 3,060 3.060 7,500 7,500 7.500 9.990 14,500
満洲火薬販売(槻 38 50 50 50
奉天中央卸売市場側 121 121
満洲実業振興(欄 2,500 2,500 2.500 2.500
満洲市場(欄 182 182
新京市場(掬 10 35
安東市場(掬 83 83 83 83 83 83 83 83
側錦州市場 25 25 25 25
撫順市場(側 4 6 6 9
股分有限公司暗爾漬交易所 134
側暗爾漬取引所 125 125 125
側興徳銀行 77
関東州(貿易)実業振興側 900 900 900 900
満洲生活必需品側 1,157 1,157 1,157 8,244
戦時金融金庫 125 125 125 125
満蒙冷蔵(掬
興業，拓殖，林業 14.200 23,859 15,802 14,311 16,211 14,211 14.711 18.761
大連農事(掬 1,400 1,000 1.00日u 1.000 1,000 唱1. 000ハ 1.000日 1,000
満鮮坑木(掬 300 300 300 300 1,200 1,200 1,200 1.950
満洲造林(械 2.000 2.000 2,000 2,000
鮮満拓殖(附 2,000 2.000 2,000 2.000 2,000
満洲拓殖公社 u械) 4,000 6.660 6,340 5,000 5.000 5,000 5,000 5,000









北支那開発(掬 2.509 2.509 2,509 2.509 2.509 2.509 2.509
中支那振興(掬 3 3 3 3 3 3 3
側興中公司 5.000 10ハ 00ハU









満洲石油(械 2.000 2,500 2.500
南満鉱業(械 158 504
満洲合成燃料(掬 唱1. 000
満洲鉱業側 5,000 7.500 200 l.450
山東鉱業(槻 460 460 460 460 460 460 1.999 1,999
復州鉱業(掬 165 570 570 570 695 695 695 3.500
欄富錦鉱業所 30 ,000
大同炭破(掬 5.000 7,500 10.000 10.0ハ00 10.000
満洲鉱業開発側 1.355 1,250 625 625 625 625 625 625
開平鉱務股分有限公司 245 245 245 245 245 245 245 245









満洲不動産(鮒 2,500 3.000 3.000 3,000 10.000日 15,000 20,000
協和建物(槻 500 500 500
永安建物(掬 10 10 10
東亜土木企業側 151 151 151 151 2,033
関東州工業土地(械 1,250 1,250 1,250 2.500 2.500 3.750
(槻日悌(対満)事業公司 25 25 25
其他 401 1,375 1.250 1,250 2,475 3,291 4.062 5,661
(機満洲日日新聞社 300 300 300
(掬満洲新聞社 119 222 222
(掬満洲映画協会 1,250 1,125 1,125 1,938 2,688 3.188 3.188
-219
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登漏閣 15 15 15 15 15 15 15 15
湯嗣子温泉側 20 20 20 20 20 20 20 20
側遼東ホテル 220
(掬康徳新聞社 65 316 315
ハルピンスコヱウレミヤ社 18 35 34
東方旅行社 75 **75
(掬満洲弘報協会 79 23 23 23 360




総計 200,706 171,654 188,631 214,570 258,243 294,103 328,526 470,859
*其他の合計は4 162 .18となる
**合計に含まれない
38/9/30の総計が合わな いので集計 し なお し た。 原資料では171 ，663 ，696固 と な っ て い る 。
36/9/30の総計が合わな いので集計 し なお し た。 原資料では199，805 ，630圃 と な っ て い る 。
資料・南満洲鉄道 [1986J各年度版および満鉄会 [1986 J 534-8頁よ り 作成。
表15-1 南満洲鉄道株式会社 運輸関連及び鉱工業関連投資額推移 単位百万園
29/3 30/3 31/3 32/333/334/3 35/336/337/338/9 39/9 40/341/342/343/344/345/3
事業費鉄道 250 262 270 27 279 279 295 310 325 323 37 401 44 585 628 923
事業費港湾 69 78 83 85 8 90 97 10 ハーHυ ー 10 12 18 125 132 137 142
株式運輸関係 42 46 46 43 43 46 47 51 36 46 74 93 138 180 218 295
鉄道借款 50 50 51 51 140 140 197 34 457 614 747 891 1,048 1,340 1,454 1,890
仮払金等 86 78 84 93 104 21 35 347 352 357 401 523 62 573 747 1.06ρhυρ
運輸関係合算 498 514 535 549 654 76 971 1.1 4υ3 1,272 1,450 1 ヴ7112ソ白 ハ02 7 2υnぺワ77 2,81ハo 3 ，18崎4 4,315
鉱工業 13 148 154 154 146 17 129 130 140 156 186 207 257 313 367 504
株式鉱工業 8 35 35 35 35 78 107 138 152 102 101 106 102 98 97 158
鉱工業関係合算 141 183 189 189 181 195 236 268 292 258 28 313 359 411 465 61
払込未済株金 53 53 53 53 28 28 252 216 180 124 104 64 54 44 314 184
株金 40 40 40 40 40 80 80 80 80 80 80 80 1,400 1,400 1,400 1,400 1,400
その他資本 212 230 21 194 241 259 276 291 305 340 369 402 432 452 479 507 548
社債金 278 27 297 316 390 378 538 652 77 798 952 1,167 1,404 1,675 1,911 2,167 2,552




表15-2 南満洲鉄道株式会社 運輸関連及び鉱工業関連投資額増減 単位百万国
第1期第2期第3期第4期第5期
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表15-3 南満洲鉄道株式会社 運輸関連及び鉱工業関連投資額増減 単位百万園
年 度 30 -3 1
事 業 費 鉄 道 1 5
事 業 費 港 湾 7
株 式 運 輸 関 係 3
鉄 道 借 款
仮 払 金 等 15
運 輸 関 係 合 算 34
鉱 工 業 5
株 式 鉱 工 業 O
鉱 工 業 関 係 合 算
株 金 徴 収 0
そ の 他 資 本 -36
社 債 金 39
調 達 合 算 3
資 料 : 表1 5 - 1 よ り 作成。
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表16 南満洲鉄道株式会社 事業投資計画 単位百万圃
施設別 41年度 42年度 43年度 44年度 45年度
交通部門施設費 263 366 380 499 615
新線及複線建造費 96 155 160 229 233
安奉線 6 64 56 24
安奉線以外 149 96 173 210
施設改良費 167 211 220 270 382
輸送施設 59 55 67 73 89
車輔施設 48 100 95 89 123
工場施設 13 10 14 30 47
港湾施設 9 7 5 4 3
水運施設 l 4
自動車施設 8 6 4 3 13
共通施設 29 33 33 41 44
防空施設 29 61
既設線補修
鉱工業部門施設費 71 85 86 130 200
採炭施設 37 33 38 56 94
露天堀施設 6 5 2 13 26
坑内堀施設 24 21 23 27 39
共通施設 7 7 13 16 29
工業施設 34 52 48 74 106
西製油工場施設 2 5 2 2 2
東製油工場施設 25 42 39 61 77
小塊工場施設 10 23
製鉄工場施設其他 5 3 5 1 4





関係会社投資 49 47 30 55 82
合計 382 497 496 746 967
資料南満洲鉄道経理部主計課[1 941]， [1941aJ, [1 942J，及び南満洲鉄道
経理局予算課[1944aJより作成。





項目 45/1-3 45 年度
満鉄案 軍案 満鉄案 軍案
鉄道 28,970 137.129 342,640 548,521
客車収入 14.970 130,137 213.340 520,551
旅客運賃 。 117.053 150,000 468,211
手荷物運賃 。 。 1,000 。
急行料金 14.000 7,500 30.000 30.000
小荷物料金 900 542 2,170 2,170
運賃額端数処理 。 5,000 20,000 20.000
荷物配達料 70 42 170 170
貨車収入 14.000 5.342 129,300 21,370
小口扱 9,500 5,342 21,370 21.370
発着手数料 2.000 1,125 4.500 4.500
賃率 7.500 4,217 16.870 16,870
関東州特定及口競特定 920 500 2,000 2.000
生活必需品に対する割引 -920 500 -2.000 -2.000
車扱 。 。 94.430 。
発着手数料 。 。 35.000 。
一般車扱賃率 。 。 34,310 。
品目割引賃率 。 。 28.420 。
最低トン数 。 。 3.000 。
関東州発着特定 。 。 2,700 。
口競特定 。 。 1.000 。
重要産業原料品に対する割引 。 。 ー 1 0 ， 000 。
その他 4.500 。 13,500 。
集配料金 4,500 。 10.000 。
その他料金 。 。 3.500 。
諸口収入 。 1.650 。 6.600
車輔使用料 。 1.650 。 6,600
自動車 6.550 4,250 16.420 17,000
旅客収入 8,180 4,250 17,400 17,000
貨物収入 170 。 1,770 。
道路寄付金 -1.800 。 -2,750 。
水運 。 。 4,500 1,700
旅客収入 。 。 1,700 1,700
貨車収入 。 。 2.800 。
港湾収入 2.590 1.550 6,200 6,200












































表 B -2南満洲鉄道営業収支予算 単位千園
44年度予想 45年度予算 増減
鉄道
(輸送人員:千人) 172,000 180,000 8.000
(輸送トン数:千トン) 88,000 91.000 3.000
収入 1.275.308 1,709,656 434,348
支出 1,010,122 1.337.935 327.813
損益 265,186 371,721 106,535
自動車
収入 34,504 49,781 15.277
支出 40,018 55,415 15.397
損益 -5.514 -5,634 -120
江運
収入 8,241 1,752 3,511
支出 13,645 17.562 3,917
損益 -5,404 -5,810 -406
港湾
(輸出入トン数:千トン) 5,093 5,000 -93
収入 26.055 34.378 8,323
支出 37,515 46,211 8.696
損益 -1.460 ー 11 ， 833 -373
炭碩
(出炭量:千トン) 6,750 7.100 350
収入 138.605 147.283 8.678
支出 130.372 171,893 41,521
損益 8.233 -24,610 -32.843
粗油
(生産高:千トン) 280 425 145
収入 59,751 95.468 35,717
支出 57.459 109,710 52,251
損益 2,292 -14.242 -16,534
工業関係
収入 29.679 24.738 -4,941
支出 27,602 26.836 -766
損益 2,077 ー 2 ， 098 -4,175
総務関係
収入 5.055 6.899 1,844
支出 65,044 72,561 7,517
損益 ー59 . 989 -65.662 -5.673
利息
収入 33,230 27,571 -5,659
支出 123.833 150,513 26,680
損益 -90.603 ー 1 22 . 942 -32.339
予備費 2,000 2,000 。
総計
収入 1,610,428 2,107,526 497,098
支出 1,505,610 1,988,636 483.026
損益 104,818 118,890 14,072
資料日本銀行新京駐在参事口945bJ 。
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